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マーケティング1980-1990年代


「日本のマーケティング史」シリーズ3回目の今日は80年代から2000年代の20年間についてお話しします。

昨日と同じように、この時代のＦ１層を代表して、ラジオパーソナリティこはまさんの心象風景、心のつぶやきから始めたいと思います。こはまさんよろしくお願いします。

〈こはまさん〉
衣食に困るわけではなく、人並みの生活をしているので、自分の階層はどこかと問われれば、中流と応えざるを得ません。しかし、中流という言葉にある「人並み、平均的、一般的」というニュアンスは好きになれません。私はあくまで私であり、人並みとか平均とか一般でくくれない個性を持っているはずだからです。所有欲が特別強いとは思いませんが、身に付けるものにはこだわりがあります。ですから自分の気に入ったものしか持ち歩きたくありません。友人からは、「ブランドマニア」と言われますが、決して贅沢なわけではありません。今使っているフランス製のバッグもブランド品ではありますが、小遣いを溜め込んで買ったものです。私が持ち歩き、身につけるブランドは私の趣味やライフスタイルのシンボルです。ですから、同じブランド品を所有する人たちには仲間意識を感じます。同じように、趣味やライフスタイルを共有する友達との集いは楽しいと感じます。

〈出頭先生〉
ありがとうございます。この時代に日本ではバブルが起きています。1980年代の日本には、世界にもまれな光景があって、ルイ・ヴィトンのバックを女子大生が持っていたりしました。それから、新入社員がローンでＢＭＷ３シリーズを買うというようなことが起きていました。衣食足りて、消費活動というものが多様化し、個性化していった時代なのです。80年代以前に見られた、「マスの一員であることが、安心感に繋がっていた」という時代から、「マスの一員でくくられることに異議を申し立てた時代」に移り変わったと言えます。つまり、「自分がマスの一員であることに満足できない」という時代です。「マスの一員でありたくない。」「自分はもう少し個性がある。」そういった声が聞かれ始めました。

その傾向が消費にも現れてきて、この時代からマーケティングに「ライフスタイル分析」というのが取り入れられ始めました。マスの時代は「ライフスタイル」をあまり考えていませんでした。私も広告会社にいましたが、８０年代以前は、年齢と性別、普及品かハイエンドの商品か、程度の考えで、殆どのマーケティングができていたのです。消費者の人生観や趣味、価値観がどうだというのは、少なくとも70年代位にはありませんでした。この時代（８０年代）にマスで一員であることに飽き足らず、自分の個性を発揮したい層が出てきていて、前述の「ルイ・ヴィトンを買う女子大生」や「ＢＭＷを買う新入社員」の出現となります。このことは、経済合理性では考えにくく、彼ら彼女らは人生観・ライフスタイルで買っているとしか思えないわけですよね。そのような消費活動が色々なところに行き渡ったため、従来の性別や年齢というようなものに加え、「彼らの人生観やライフスタイルはどうなのだろう」ということがマーケティングに取り入れられ始めたのがこの時代なのです。

マスの時代の「シェアオブボイス（Share of Voice）」という話をしましたが、大きな声でキャッチーに訴求するのとは少し違ってきて、ターゲットの心の琴線に触れるようなマーケティングになっていきました。ですから、マスの時代が「シェアオブボイス（Share of Voice）」だとすると、この時代（1980-2000）は「シェアオブマインド(Share of Mind)」指向になります。「シェアオブマインド（Share of Mind）」のマーケティングでは、ターゲットを選ぶ際にまず、①セグメンテーションをします。そのように市場を細分化した後、②ターゲットを選び取ります。選び取る時には、ライフスタイルを入れた選び取り方をして、最後にそれに対して商品を③ポジショニングします。即ち、「セグメテーション」「ターゲティング」「ポジショニング」、「ＳＴＰ」といわれるものが、ライフスタイルマーケティングの３点セットのようになった時代なのですね。

この時代の代表的なキャンペーンには、糸井重里さんがコピーを書いた「不思議大好き」（百貨店）、「けい子さんのセブンイレブン」「食う、寝る、遊ぶ」（車）などがありました。これらのキャンペーンはライフスタイルを訴求していいます。

今日のまとめです。80年代、2000年代のＭ１Ｆ１層はライフスタイルを共有する仲間に帰属することを望んでおり、すなわちセグメントマーケティングの時代であるということです。









マーケティング2000年代


これまで3回にわたり、「戦後の日本マーケティング史」を話してきました。
シリーズ最後日、第4回目の今日は、2000年から現在までです。

これまでと同様に、この時代のＦ１層を代表して、ラジオパーソナリティこはまさんの心象風景、心のつぶやきから始めたいと思います。こはまさんよろしくお願いします。


〈こはまさん〉
小さい頃から、「将来何になりたいか。」と尋ねられるのが私は嫌いでした。同様に、「あなたの夢は。」と聞かれることに常に恐怖を感じていました。実は私には、なりたいものが特別ありませんでしたし、夢といえるほどの大仰なものもありませんでした。しかし、そのことを事立てて言うことは、相手の期待を裏切るようで躊躇われました。将来は、経済的にも、精神的にも安定した、まあまあの生活がしたいというのが、恐らく本音に近いところなのですが、この本音というのも曲者で、自分自身何が本音なのか分かっていません。親や教師、先輩からは、私は世界で一つだけの花なのだから本当の自分を大事にして、私らしい生き方をすれば良いと、時に励まされ時に慰められるのですが、それが私には苦痛でもあります。なぜなら、私は、ずっと本当の自分に相応しい伴侶や仕事を捜し求め、追い求める旅人であったのに、未だ、納得の出会いが適わずにいるからです。この世界に私を待っている人や仕事は存在しているのか。それ以前に、本当の自分って何なのか。そう感じたりします。

〈出頭先生〉
ありがとうございました。この時代、2000年辺りから、広告業界では「広告が効かなくなった。」という嘆きが聞かれるようになりました。それは恐らく、不特定多数というのがいなくなってしまったことに起因すると思います。マスの時代は、マスの一員であることに安心感を求めたわけです。セグメントマーケティングの時代というのは、ライフスタイルを共有する仲間意識のようなものをすごく大事にしていて、そこに帰属したいという感じでした。そこからさらに進み、「私は私」となり、行き着くところまで来てしまった感があります。そういう層に対し、マスメディアを使った広告は非常に難しいわけです。メディアというのは不特定多数に網をかけるものであり、そういう意味で、広告が効かなくなったっていうのは、本当に実感だったと思うのです。そういう中で、「インターネット」が生まれました。そして、瞬く間にＦ１Ｍ１層の重要なツールになっていきました。2010年くらいからは、この「インターネット」がソーシャルメディア化していきます。この背景を考えると、80年から2000年の「セグメントマーケティングの時代」は、ライフスタイル、価値観、生き方にラベルを貼っていくイメージでした。「この人は積極果敢な人」といった具合に。「あなたはこういう人なのですよ」とラベルを貼ってそれをもとにマーケティングをしていきました。「私は私だ」ということになってくると、そのラベルへの拒否感が非常に大きくなっていきます。つまり、「自分はラベルを貼られるような非個性的な人間じゃない」という人が増えたわけです。例えば、「あなたは外交的で、積極的で新しいもの好き」というラベルを貼られたとして、そういう自分もあるかもしれませんが、そうでない自分も恐らくいるわけです。仕事の中の自分は積極的であるが、家では内向的であるような感じです。自分というのは、多面的なのです。どちらが本当か、分かりませんよね。

人間は多様かつ多面的で、本当の自分がいくつも重なっているということであり、これをマスメディアや広告キャンペーンが捉えにくい時代になってきてしまっているというわけです。そこで「１ｔｏ１メディア」である「インターネット」が出て、そのインターネットもソーシャルメディア化していった、こういう時代背景だったと思うのです。この時代の流行り言葉、時代を表す言葉には、「ニート」や、「アラサー」「アラフォー」「ツヴァイ活動」「無縁社会」とありますが、全て「お一人様」です。これらの言葉は皆、極私的ですよね。その分潔いようでもあり、孤独感にも溢れています。個人に行き着いたその先はどうなのだろうと考えますが、多くのＦ１Ｍ１層というのは、今まで地縁、血縁、職縁を嫌ってきたというのがありますよね。これらは「コミュニティ」です。コミュニティはある種のコミットメントを要求します。夫婦関係、家族、親戚付き合い、近所づきあい、職場、コミットメントを要求しないコミュニティはありません。そういったものから距離を置いてきたＦ１Ｍ１層が、「私は私」の孤独感なかで、今コミュニティを求めはじめているのです。「ソーシャルメディア」がそのコミュニティを形成する一つの場となっているのですが、ソーシャルメディアは「コミットメントをも要求するようなコミュニティ」を形成できるかどうかということが今問われていると思います。これは非常に重要なポイントで、私はとても注視しています。

今日のまとめです。2000年から現在までというのは、１ｔｏ１メディアのインターネットが出現し、インターネットがソーシャルメディア化し、「私は私」の孤独なＦ１Ｍ1達がコミュニティに回帰しようとする時代です。

 







QBS科目「産学連携マネジメント」の紹介


・今日は、私が担当する科目「産学連携マネジメント」を紹介しましょう。
・全１５回の講義の前半は、座学とケース・ディスカッションを中心に構成され、後半はグループ演習が中心となります。
・まず前半の座学とケース・ディスカッションですが、産学連携を構成する主な要素である「知的財産マネジメント」「共同研究」「技術移転」「大学発ベンチャー」について学びます。例えば、大学で日々生まれる「発明」をどのように評価し、権利化すべきなのか？その時に留意すべきことは何か？といった論点を、事例を交えながら学びます。例えばひとつの論点として、「特許取得とコスト負担」があります。大学では、１年間に膨大な数の論文発表や学会発表が行われますが、その全てを「特許」として権利化するのは、手間とコストの面で明らかに非現実的です。何らかの基準によって評価し、権利化対象を選別しなければなりませんが、「海のものとも山のものとも」判らない基礎研究の成果を、一体どのように評価すれば良いのだろうか？ 常にジレンマがつきまといます。

・また、「共同研究」では、大学と企業の共同研究にあたっての目的意識の違いを十分に理解し、双方の利害が一致するポイントを明確化することの重要性を学びます。しかし、概論だけ学んでも実務で役に立たちません。抽象論ではなく具体論として、共同研究契約書に産学双方の利害を落とし込む必要があります。そのため、全国の主な大学の共同研究契約書（雛形）を比較し、各大学が主張するポイントがどこにあるのかを契約書上の文言として理解することを試みます。一般の社会人は、実は「契約は法務任せ」がほとんどで、契約書の特殊な文言（言い回し）にアレルギーを感じる人も少なくありませんが、この講義の受講を通じて、その心理的抵抗感を取り除けるようになるでしょう。
・また、「技術移転」についても、大学から企業へのライセンスがどのようなイノベーションの実現を果たしてきたのか、更には産学の交渉で何が争点となるのか、どこに留意するとより早く合意にたどりつけるのかを実例を通じて学びます。

・後半は、「クイックルック」という技術アセスメントツールを用いて、グループ演習を行います。クイックルックとは、NASAで開発され、テキサス大学オースチン校で発展し現在も広く使用されているツールで、20~40時間ほどの短時間で大学などの研究シーズの商業化の可能性を評価できます。
・評価項目としては、「技術がもたらす便益」「対象市場」「市場の関心」「技術開発」「知財取得」「参入障壁」などから構成され、最終的にその技術の市場参入戦略を立案し、それをスコア化して評価します。
・受講者３〜４名がチームを組成し、チームとして実現したい新事業のアイデアを検討するとともに、その新事業に活用可能性のある技術シーズを、シーズデータベースから探索してきます。その技術シーズを用いて、上記を評価し、最終的な商業化の推奨案を作成するのです。
・ちなみに、昨年度受講者チームは、「スキャナー機能＋プリンタ機能付きの高機能ペン」「バイオエタノールの製造方法」「トマト由来物質を用いた機能性食品」「生活習慣病予防のための機能性食品」などのテーマで、商業化に向けたシナリオ作成を行いました。

・以上のように、「産学連携マネジメント」は、MOT（技術経営）に必要な知識の獲得と、QBSの特徴である「受講者の多様性」を活かした演習とをバランスよく織り交ぜて産学連携の理論と実務の両方を学べる点が特徴です。


【今回のまとめ】
・「産学連携マネジメント」は、理論や実例を通じた知識の獲得と、QBSの特徴である「受講者の多様性」を活かしたグループ演習とをバランスよく織り交ぜて、産学連携の理論と実務の両方を学べる科目となっています。









 







京セラの稲盛会計学（7）


これまで京セラの七つの会計原則のうち、四つをお話しました。稲森氏は、経営のために、次の「七つの会計原則」を示しています。
１　キャッシュベース経営の原則
２　一対一対応の原則
３　筋肉質経営の原則
４　完璧主義の原則
５　ダブルチェックの原則
６　採算向上の原則
７　ガラス張り経営の原則
今日は五つ目の「ダブルチェックの原則」についてお話しします。

(1)　ダブルチェックの原則
ダブルチェックの原則というのは、あらゆる分野において誤りや不正を防止するために、１人でのチェックではなく、２人以上でチェックすることによって、人と組織の健全性を守るための保護メカニズムのことです。すなわち、１人でやると誤りや不正が起こりやすいので、他人の目でもう１回確かめるということです。そうすれば、誤りや不正は起こりづらいので、経営のあらゆる側面について、当事者以外の他人の目を入れようということです。

(2)　ダブルチェックの原則の必要性
これが必要となるのは、人間は誤りを犯しやすいことと人間の心の弱い面が出ると不正等が起こるからです。不正等が起こるとその人を不幸にすると同時に、組織にとっても損失が生じますので、従業員等に不幸を起こさせないように、組織的に誤謬や不正を未然に防止するためのものです。昔から監査では、内部牽制制度があり、同様に従業員の誤謬や不正を防ぎ、業務の信頼性を守り、或いは組織の健全性を守るためにダブルチェックの原則を入れてきています。京セラらしいのが、従業員を犯罪者にさせない、従業員や経営者自身を守るために、ダブルチェックの原則を入れているという位置づけです。したがって、考え方が人間性悪説ではなく、日本的な性善説的な考え方に基づいて、犯罪者を作らせないための厳しい保護のシステムとしてダブルチェックの原則を実施しています。この場合、ダブルチェックの原則が厳格であればあるほど、組織や従業員等にとって優しいシステムであると考えています。

(3)　ダブルチェックの具体例
例えば、現金を取り扱う人と記帳する人が同じ場合には、不正を行うことは容易です。初めは少額な不正でも、味を占めてくると金額が大きくなります。従って、現金を取り扱う人と現金の記帳をする人を分けます。また、金庫の鍵も必ず二人以上で金庫を開閉するシステムにします。これは、一見すると余計な人数が必要で不合理のようですが、結果的に不正等を防止する観点からは非常に合理的なものです。商品の購入も必要をする現場の人と発注する人を必ず分けることが必要です。

また、製造業では作業くずをくず屋さんに売りますが、製造量が多いところでは相当の量になります。従って、計量なども業者任せにしないで、担当者と担当者以外の人が現場に立ち会い正しく計量されているか、そして代金がきちんと受払されているかをチェックします。このようなことは細かいところですが、不正が起こらないような工夫が必要です。また、現金払いであれば全然問題ないのですが、売掛金や買掛金の管理についてもダブルチェックを行います。例えば、セールスマンが商品を掛け売りする場合、売掛金の発生を経理に報告し、それを別の人（経理部等）が管理します。

(4)　まとめ
今日のまとめとしては、従業員等の誤りや不正を未然に防止することによって、人と組織の健全性を守るための保護メカニズムとして、ダブルチェックの原則を完全に守るということが大切です、ということです。

〔参考〕　稲盛和夫[2009] 『稲盛和夫の実学　経営と会計』日経ビジネス文庫


 







京セラの稲盛会計学（8）


これまで京セラの七つの会計原則のうち、五つをお話しました。稲森氏は、経営のために、次の「七つの会計原則」を示しています。
１　キャッシュベース経営の原則
２　一対一対応の原則
３　筋肉質経営の原則
４　完璧主義の原則
５　ダブルチェックの原則
６　ガラス張り経営の原則
７　採算向上の原則
今日は六つ目の「ガラス張り経営の原則」についてお話しします。

(1)　ガラス張り経営の原則
ガラス張り経営の原則とは、企業の状況をタイムリーに従業員や株主等の企業内外の人に明瞭に示しながら社員との信頼関係に基づいた経営（すなわち心をベースとした透明な経営）を行うということです。
この原則は、一般企業ではほとんど行われていない経営原則です。ガラス張りでは、開示する相手が社内と社外の両方です。社外には法令等に基づく開示がなされていますが、社内については、特に従業員に対しては開示をしていない企業がほとんどです。つまり、会社の状況をリアルタイムに従業員に開示している会社は結構少ないのです。実際は、経営幹部等だけが会社の状況についての情報をもっていることが非常に多く、彼らだけで会社の意思決定をしていることが多いのです。そして、従業員は経営者の意思決定に従って、ただ働いてくれればいいという形態がほとんどです。

(2)　ガラス張り経営の原則の必要性
京セラではアメーバ経営を行っており、そこでは全員参加型の経営となっているので、会社の状況を経営者のみならず従業員にもタイムリーに知らせて、ガラス張りにしています。このことによってモラルを高めると共にベクトル合わせをしています。確かに従業員に全然情報を示さず、指示だけされても、従業員としてはその指示内容等について半信半疑になります。そこで、例えば、いま会社は非常に儲かっているから生産を増やすとか、逆に非常に苦しい、赤字だから一生懸命やらないとこのままでは会社が倒産してしまうというようなことをリアルタイムで経営者が従業員に示すことです。このように会社の状況をガラス張りして内部を固めて、従業員のモラルを高め、ベクトルを一つにして全員参加の形で経営を行うのです。

京セラでは、心の経営という独自の経営スタイルなので、従業員と経営者の間に信頼関係を保ちながら固い絆で両者が結ばれていなくてはなりません。その前提として従業員に情報開示を行います。従業員も会社の状況を理解して奮起します。そこで公明正大な経理が重要になります。ガラス張りにするには、まず実態を把握しなければなりませんが、京セラの場合には、一対一対応の原則に基づき取引が生じるごとに記帳し、売上高や経費等の会計情報をその日のうちに売上日報や経費日報等の形で集計して、翌日には開示できるシステムになっています。すなわち、翌日の朝礼で昨日の売上や経費等をリアルタイムで開示しています。このようなスピード感が経営には不可欠です。

(3)　経営者の姿勢と魂の吹き込み
ガラス張り経営において経営者が自らを律するということが非常に重要になってきます。すなわち、経営者自身が非常にアンフェアな行動、つまり贅沢をして多額の接待やゴルフなどをしていると、従業員はその経営者には付いて来ません。従って、経営者自身が自分を律して、私的流用、多額の接待、ゴルフなどをやらないことを示します。模範としてそれが従業員に対して非常に重要です。このようなよく律せられた経営者のトップとしての考え方や会社の状況等を正確に従業員に伝えるために、朝礼や会議等で常に従業員と考え方や情報をシェアします。稲盛さんの得意技ですが、よくコンパと称してお酒を飲みながら経営理念や会社の状況等のコミュニケーションを取ることによって、従業員に魂を吹き込んでいるのです。ＪＡＬの再建のときもそうでした。このようなことを経営者が行うことは、非常に大変なことですが、従業員とのこのようなコミュニケーションを通して彼等に魂を吹き込んでいます。ＪＡＬが再建に成功したのは、経営者がこのように現場レベルまで降りているからです。朝礼や懇親会などで従業員と経営者との間に壁を作らないのです。そういうところで下地を作り、全員で協力して会社を良くしていくことが非常に重要なのです。

(4)　外部公開
フェアな開示は、内部だけではなく外部に対しても非常に重要だと考えています。ＩＲのような投資家への情報開示や有価証券報告で必要な情報は、外部に向けてしっかり発信します。

(5)　資本主義経済と経営者のモラルと透明性
最後になりましたが、資本主義経済における会計の役割の点からみると、今日の英米等を初めとして日本社会も単に自らの利益だけを追及するというような極めてモラルの希薄な社会になってきています。これからは、もっと経営者自らがしっかりとしたモラルをもって、社会正義を必ず守り、公明正大に透明性をもって会社運営に当たらないと資本主義経済がもたないのではないかと考えます。

(6)　まとめ
今日のまとめは、健全な経営を行うためには従業員及び外部の投資家等にガラス張りにして会社の状況等をタイムリーに示して、公明正大に会社経営を行うことが必要である、ということです。

〔参考〕　稲盛和夫[2009] 『稲盛和夫の実学　経営と会計』日経ビジネス文庫

 











個人と集団の印象形成


私たちは、普段の生活において、いろいろな人や集団と接しています。こうした人や集団に出会った時、私たちは無意識のうちに、その印象を形成します。それを表現する際には、「優しい」、「賢い」、「頼もしい」といった性格や能力に関する言葉を用います（これを特性語と呼びます）。社会心理学の領域では，古くからこの印象形成の研究がなされています。

<strong>印象はどのように形成されるのか</strong>
アッシュは，印象形成について以下のような実験を行っています。この実験では、人物の性格を記述したリストが二種類（Ａ、Ｂ）作成されました。被験者は，ある人物の特徴として，いずれかのリストを提示されます。そして，そのリストをみて，人物がどのような人だと思うか印象を回答するものです。

　　　リストＡ　「知的な、器用な、勤勉な、暖かい、決断力のある、実際的な、注意深い」
　　　リストＢ　「知的な、器用な、勤勉な、冷たい、決断力のある、実際的な、注意深い」

このふたつのリストの違いが分かりますか？違いは，「暖かい」と「冷たい」のみで，それ以外はすべて同じことが書かれていました。さて、どちらのリストの方が良い印象をもたらすでしょうか。実験の結果、リストＡの方が好ましく感じられることがわかりました。「暖かい」と「冷たい」以外の語を入れ替えた実験も行われていますが，それほど違いが生じなかったことから，印象形成には、「暖かい」や「冷たい」といった特性語が強い影響を及ぼすと考えられています。

それでは，性格を示す特性語の順番は、印象形成にどんな影響を及ぼすでしょうか。
下にふたつのリストを示しました。リストAとリストBは、特性語の順番を逆にしたものです。リストAでは，ポジティブな特性語を先に示し、ネガティブな特性語が後になっています。一方、リストＢでは順番が逆で、ネガティブからはじまり、ポジティブなものへと変わっています。リストAで紹介された人とリストBで紹介された人，あなたはそれぞれにどのような印象をいだくでしょうか？

　　リストＡ　「知的な、勤勉な、衝動的な、批判的な、嫉妬深い」
　　リストＢ　「嫉妬深い、批判的な、衝動的な、勤勉な、知的な」

実験の結果では、リストＡの方が良い印象を与えることがわかっています。ふたつのリストに示されている特性はまったく同じであるにも関わらず、提示される順番によって、それを見た人びとの印象が変わるようです。この実験は，同じ特徴を持っていても，見せ方や表現の仕方によって、まったく異なる印象を抱かせるという点で興味深いですね。人は同じものであっても正確に対象を理解するのは難しいのかもしれません。

<strong>人の性格や行動を予測する：対人認知</strong>　
ところで、私の名前は「まこと」というのですが、これは男性に多い名前ですね。そのため多くの方が初めてお会いしたとき「男性と思っていました」とおっしゃいます。この例が示すのは、人はまだ会ったことのない人であっても、名前という限られた情報からきっとこういう人だろうと何らかのイメージを持ち，推測をしているということですね。ことのように、人は、特定の他者についてさまざまな情報をもとにその人の性格を判断したり、その人の行動を予測することを、心理学では「対人認知」と呼んでいます。（印象形成は、この対人認知の一部とみなされています。）この対人認知の作業は、意識せずとも、無意識的あるいは自動的に生じるようです。

それでは、人はどのように人物の推測をしているのでしょうか。その際に用いられるのは、その人自身の経験や知識です。もし「まこと」という名前の男性の知人が多ければ、きっと男性だろうと推測してしまいそうですね。また、相手が所属している集団やカテゴリーの情報をもとに、相手の特徴を推測することもあります。関西の人なら、きっとお笑いが好きだろう、九州の人ならお酒に強いだろう、といった例はよく聞きますね。このように，集団やカテゴリーに対してもたれている固定化したイメージは、「ステレオタイプ」と呼ばれています。ステレオタイプには、ポジティブなものもあれば、ネガティブなものも含まれます。そしてステレオタイプにネガティブな感情や評価が結びつくとそれは、それは「偏見」と呼ばれます。

このように，私たちがそれぞれ有する経験や知識、ステレオタイプを動員して、相手の年齢や出身などの限られた情報から、印象を形成しています。これは、自分が持っている型に相手をはめるような対人認知です。これは、トップダウン型もしくはカテゴリー依存型の対人認知と呼ばれています。このタイプの対人認知は、とてもすばやく簡単に行えるため，私たちは頻繁に用いているといっていいでしょう。しかし、簡単である分、（私の名前のように）ときおり間違った推測をすることもあるようです。こうして、相手とつきあう時間が長くなったり、仲が深まる中で、自分の持つステレオタイプにはあてはまらない相手の特徴を見つけていくことがあります。そうなると人は、より細かい対人理解をする必要がでてきます。「Aさんは、九州の出身だけどお酒に弱い」、「Bさんは女性だけどよく食べる」など、集団やカテゴリーにしばられず、相手を個別的に見ていくことになります。このような対人認知の仕方は、ボトムアップ型もしくはピースミール型の対人認知と呼ばれています。


<strong>集団の印象形成</strong>
最後に、集団に対する印象形成についてですが，ここでも私たちは集団の特徴を正確に捉えることが難しいことが分かっています。たとえば，ふたつの集団があります。ひとつは人数の多い集団で、もうひとつは少ない集団です。どちらにも同じ比率で良いことをする人がいれば，同じ比率で悪いことをする人がいるとします。言い換えれば，どちらも良い人の割合と悪い人の割合は同じです。しかしながら、その情報を正確に把握することは難しく、少数派集団の少数事例は、本来あまり関連のないものであっても強く関連づけられて記憶されるのだそうです。この現象は，「誤った関連づけ」もしくは「錯誤相関」と呼ばれています。多数集団と少数集団のそれぞれが、同じ割合で少数の悪い人がいたとすれば、少数集団と少数の悪い人が強く関連づけられることになります。このメカニズムによって、ネガティブなステレオタイプが生じているのかもしれません。

<strong>今日のまとめ</strong>
私たちは、相手が人であっても集団であっても、そこまで正確に相手のこと理解するのは簡単ではありません。カテゴリーや既有知識の枠組を用いるだけでなく、相手固有の特徴をしっかりと見る必要があるようです。

 







意思決定のプロセス、ヒューリスティック


 







イブニング・ビジネススクール


　7月26日の金曜日の夜に、九州大学ビジネススクール10周年記念イベントとして、「第1回イブニング・ビジネススクール」を開催いたしました。みなさんには毎朝BBIQモーニングビジネススクールをお聴きいただいていますが、実際の大学院に近い環境で、ライブで講義に参加いただきたいということで、このようなプログラムを考えてみました。

　結果は手前味噌ですが、こちらの予想を上回りました。その理由は、福岡県内各地、熊本、佐賀からご参加いただいたという広域性、多彩なバックグラウンドの方々が40数名集まられて、非常に熱いディスカッションができたということもあります。またそれと同時に、これはまさにビジネススクールだなと思うようなこちらからの課題の提起に対して、参加者の皆さんが問題意識を高められたということがあります。具体的にどういうことかは、後ほどお話します。
　
　当日のプログラムは高田仁先生による「産学連携と特許のライセンス」と私の「ヒューマニタリアン・ロジスティクス」の二本立ての講義と会場のみなさんとの質疑のセッションでしたが、あっという間の2時間でした。ファシリテーターをしていただいたこはまさんのご感想は、「本当にあっという間で、みなさんからの熱い質問から志が高く、意識を高く持って参加していることが感じられた」ということでした。

　まず高田先生の「産学連携と特許のライセンス」は、5月の末にこの番組でも説明された内容を30分という時間で、より詳しい講義でした。電話のグラハム・ベルやグーグルなどの大学発のベンチャーの話、このような新しい技術やモデルを知的財産として管理することの難しさ、大学で生まれた新しい技術をどのように市場で使えるように掘り起こして、仲介して、管理するのか。まさに産学連携には優れたライセンスの専門家が必要になること。それは、「お見合いおばさん」のようなお節介だけれど情報収集能力に優れて、頼りになる存在が必要というおはなしでした。「特許登録の費用について」「知的財産としての商標登録について」の活発な質問もありました。

　次が、私の「ヒューマニタリアン・ロジスティクス」で、これも6月中旬に放送ではお話しした内容で、災害などの被災地に救援物資を届ける人道的な物流システム構築の必要性についてでした。毎年のように台風や洪水や地震などの災害に見舞われながら、なぜ日本はその災害の経験から学習して、被災者や被災地に効率的に救援の手を差し伸べられないのか。南海トラフ巨大地震が想定される中で、これから本格的に取り組む必要性、現状と課題という問題提起をさせていただきました。それに対して、出席者で農業に従事されている方は農業施設の活用について提案され、具体的な連携の事例を質問される自治体の方、なんと2ヶ月くらいの内に、「ヒューマニタリアン・ロジスティクス」のソーシャル・ビジネスを立ち上げるという方までいらっしゃいました。

　まさにビジネススクールでされているように、こちらの問題提起に対して、自分なりの問題意識でその考えを深めて、具体的にどのようなことが考えられるかを提案されるという密度の濃い時間になったと思います。実はこれはこちらが、想定した以上の反応でした。

　今回のイベントを開催して思ったことは、毎朝のBBIQモーニングビジネスビジネススクールで紹介されるトピックでも、少し自分に置き換えて考えてみるとどのようになるのだろうと考えていただくような機会になるといいですね。例えば、マーケティングの手法、ファイナンスの動向や新しい考え方を聞いたときに、自分の所属している企業だったら、どういうビジネスに繋がるのか、或いは日頃から考えていたことをもう少し具体化をしてみるといった使い方をして頂くと、もっと面白くなるのではないでしょうか。

　今日のまとめですが、ビジネススクールとは、新しい知識や手法、論理的な思考を学ぶところですが、イブニング・ビジネススクールでぜひその一端を経験して頂きたいと思います。

　さて、次回のイブニング・ビジネススクールは、8月28日（水）に開催されます。平松先生の「為替」の講義と出頭先生による「マーケティングのキホンのキ」との2本立てになります。新しい知識を得るということもそうですが、いろいろな考え方や視点を手に入れる刺激的な機会になればと思います。ぜひご参加ください。
　








 







担当する科目紹介：国際経営


九州大学ビジネススクールで担当する科目ということで、今日は国際経営の内容について紹介をさせていただきます。
　
　私たちの生活は、海外との関係なしに成り立たないことは言うまでもありませんが、そこでは多くの企業の活動があります。例えば、電力やガスなどを作るための海外からの原料の輸入、穀物などの原材料や製品の輸入、日本からの商品や技術の輸出もそうですし、情報や技術などの移転なども含まれます。そのようなグローバルに展開される企業活動について、そのプロセス、理論、経営環境、組織を中心に、国際経営の枠組みと戦略を体系的に捉えることを目的としています。対象となるのは、トヨタ、ホンダやSONY、ネスレや三星といった主に巨大な多国籍企業ですが、中小企業もその活動には含まれます。また自動車、機械、家電製品といった製造業だけではなく、商社、金融、輸送などのサービス産業なども、経済のソフト化にともなって、ますます活動が活発になっていることから、同様に対象としています。

　もともと国内だけで、事業を展開してきた企業が海外に進出することについては、多くの解決すべき問題があります。そもそも、なぜ企業は新しい市場を開拓するのか、目指すべき市場はどこにあるのか。新規市場に参入するにはどのような障壁があって、それらを克服する必要があるのか。国際経営にはどのような課題があって、企業はそれに対応していく必要があるのか。組織も、人材も、マーケティングを含めた戦略も、そこには数えきれないくらいの課題があるかと思います。これらの考え方は、グローバルな事業展開だけではなく、九州の企業が首都圏や他の地域に新たに進出する際にも、同じことが検討されることになりますので、国際経営は広く戦略論ということにもなります。

　この授業の特色であり、意識的に行なっているのは「双方向性」ということです。受講するみなさんからの発言、質問やコメントが重視されています。そのひとつが、ケース・メソッドといわれる教育法ですが、特定の企業の事例を読んで、「あなたなら経営者としてどのようにするのか」をディスカッションすることになります。その企業が置かれている状況を把握して、問題点を抽出しながら課題を分析し、現状を打開するためにどのような方法を取るべきかを考えて、ディスカッションをすることになります。おそらくみなさんが実社会や日々の業務で経験することをケースというバーチャルな世界で経験し、最適な答えを導き出すプロセスを繰り返す学習するということになります。単なる思いつきではなく、きちんと事実に裏付けられた考えです。たとえば、その会社の財務状態、人材や資本などの資源、強みと弱み、企業のおかれた経営環境を多角的かつ包括的に検討した場合に、何がとるべきベストの方法かということになります。経営知識の修得と経営管理能力の向上を目指すマネジメント・トレーニングです。

　例えば、ラジオ番組のリスナーの数が非常に減ってきているとします。その原因は、他局の番組がより魅力的なのかもしれないし、その番組が飽きられているかもしれないし、或いは、ラジオ自体が別のメディアに奪われているという可能性もあります。何が問題なのかを考えながら、さらに番組を魅力的にするためにはどうするべきかを考えます。これは誰もが日々仕事の中でやっていることですが、それを体系的に考えるのがケース・メソッドなのです。

　国際経営の全15回は、国際化のプロセス、理論、組織、マーケティングなど毎回異なるテーマのもとに授業が行われますが、そのうちの５回程度がこのケース・メソッドになります。
　
　もうひとつの特色は、外部からのゲスト・スピーカーに、2−3人来ていただき、具体的な企業や組織の事例をお話しいただき、その後に双方向のQ&Aを行っています。授業で学んだことを具体的な事例で確認することで、自分なりに理解を深め、さらに自分の問題意識に基づいて質問をすることで、腑に落ちることというのは非常に重要なことだと思います。今年は、建設業の海外展開というテーマで、海外事業に10数年携わられたご経験をお持ちの鹿島建設の部長さんに東京から来ていただいたり、グローバル人材の育成というテーマで、百道にある福岡インターナショナルスクールの前理事長においでいただきました。様々な分野で活躍している方々のお話を聞くことによって、実際に現場で起こっていること、求められていることも理解できます。生の声を聞くことも大変大切なことです。

　受講者のみなさんはとても優秀ですし、誰をあてようかと迷うほどに手が上がります。QBSの学生の平均年齢は34才くらいですし、電力、鉄道、金融機関、教育関係、製薬、飲料メーカー、自治体など所属する組織の多様さだけではなく、非常に多彩なバックグラウンドを持つひとたちがいます。

　いつも考えていることですが、そうなると担当する教員の役割は、オーケストラの指揮者ではないかと思うのです。つまり学部の授業では、先生が9割以上一方的に話しますが、ビジネススクールでは僕の役割は半分か多くても6割ではないかと思います。後の半分は、それぞれの業界にいる人が最先端の知識や経験を話してくれることを全員で共有し、さらに理解を深めていくということが最適ではないかと考えています。教員が書籍やインターネットで調べたことを語るより、はるかに説得力があり、かつ最新の知識ですから。

　指揮者は自分では音を出すことはできません。ただひとりひとりが演奏する素晴らしい音を引き出し、全体で美しいハーモニーを作り出すことが、私の仕事ではないかと思います。
 　　



 







QBS科目紹介「イノベーションマネジメント」について


今回は、私がQBSで担当している「イノベーション・マネジメント」という科目の概要について紹介します。
この番組の中でも度々言及してきましたが、「イノベーション」とは、ひとことで言えば新たな価値の創出に結びつく革新です。
そのような革新には、多様な形態がありますが、資本主義経済の発展の原動力としてイノベーションに注目したシュムペーターという経済学者は、5つのタイプを挙げています。
まず、新たな製品を開発し、市場に導入するというタイプの革新です。さらに、既存の製品の製法・工程の革新が挙げられています。この二つのタイプは技術的な要素の革新を伴うものですから、今日、テクノロジカル・イノベーション、技術革新と呼ばれています。
日本では、「技術革新」をイノベーションと同義とする理解が一般化してきましたが、本来、イノベーションの概念は、より広範な革新を含むものです。シュムペーターは、新製品と新製法に加えて、新たな市場の開拓、原材料や部品等の新たな供給源の獲得、そして新たな産業組織の形成をイノベーションとして挙げています。
　これらは単に革新の事例としてランダムに列挙されたのではなく、サプライチェーンの全体をカバーするための類型として考えられたものと理解することができます。企業の内部で行われる革新が新製品や新製法の開発であり、企業の生産活動のアウトプットである製品が供給される市場で発生する革新が新市場の開拓です。また生産活動のインプットの供給源において発生する革新も、ここでは考慮されています。最後に、このようなサプライチェーンそのものに生じる革新が、新たな産業組織の形成として捉えられているわけです。

　資本主義経済が持続的に成長を遂げていく上では、イノベーションを追求することが不可欠の課題であるとされています。経済成長は、生産活動に必要な資源の投入を増大させることによっても達成されますが、そのような成長は既に限界に直面しています。そのため、諸資源を新たな形態で結合させることによるイノベーションを追求する以外に、持続的な成長の可能性を拓くことはできなくなっているわけです。

　しかし、イノベーションを創出することは、もとより容易ではありません。イノベーションは、何らかの定型的な手続きをとれば実現できるものではありませんし、むしろ計画的に導入できるような成果はイノベーションと呼ぶに値しないと言った方が良いでしょう。
　では、イノベーションを理解するために行われてきた研究の成果が、イノベーションを創出するという実践的な目的にとっては何の役にも立たないのかと言えば、そうではありません。イノベーションは、その一つ一つが極めてユニークなものですから、あるイノベーションの過程を分析することによって、その成立要因に関する知識を得ることができたとしても、それを新たなイノベーションを生み出すための手続き的な知識として直ちに応用することはできないでしょう。しかし、そうした知識に立脚して、イノベーションが生まれやすい状況を作り出すために、組織的、戦略的な変数を統制することはできるのです。「イノベーション・マネジメント」は、そのための知識を体系的に提供する科目だと言ってよいと思います。

　イノベーションは、それを創出することが困難であるばかりでなく、それが実現された後においても、経営にとっての難問を投げ掛けます。
第1に、イノベーションから得られる利益は、それを生み出した企業が十分に回収できないことがあるというもので、「専有可能性問題」と呼ばれています。
第2に、イノベーションによって競争優位を構築しても、その優位性はしばしば後発企業に奪われることがあり、持続させることが困難だというもので、「持続可能性問題」と呼ばれています。
私の講義では、こうした問題についても、既往研究に立脚して、それを回避し、あるいは克服するための組織的、戦略的なアプローチを論じています。

 









QBS科目紹介「ナレッジマネジメント」について


今回は、私がQBSで担当しているもうひとつの科目、「知識マネジメント」について紹介したいと思います。
知識マネジメントは、ナレッジマネジメント、知識経営と呼ばれることもありますが、1990年代後半以降に台頭した経営コンセプトです。この経営コンセプトのバックボーンとなっている理論や、具体的な経営手法については、昨年度の「スタモニ・ビジネススクール」で16回に分けてお話しましたので、今日は、ビジネススクールの科目としての役割を中心にお話します。

　一般的に知識マネジメントの目的は、組織の内外に存在する知識を経営資源として活用し、業務プロセスの改善を図ることと定義されています。この経営資源としての知識という視点は、知識マネジメントの意義を理解する上で取り分け重要です。
この視点が提起される前は、人、物、金に続く第4の経営資源は情報であるという言説が支配的で、情報の流れを改善することによって業務改革を図ろうとする経営手法が持て囃されていました。ビジネスプロセス・リエンジニアリングなどは、その典型と目されます。一方で、情報技術の高度化や、インターネットの普及が、アクセス可能な情報量を飛躍的に増大させたことも、こうした動きを加速させました。しかし、アクセス可能な情報力が膨大になったことは、生産性を改善するどころか、むしろ低下させることがありました。この現象は、「情報化のパラドックス」と呼ばれています。また、情報の流れにのみ着目した業務プロセスの効率化は、破壊的なダウンサイジングをもたらし、組織から思考能力を流出させる結果に終わりました。
こうした経験は、経営にとって重要な資源としての意味を持つのは、単なる情報の量ではなく、意味のある知識なのだという気づきを与えることになりました。知識マネジメントは、このような気づきを背景として、情報化のパラドックスやリエンジニアリングの挫折を克服する経営コンセプトとして期待され、台頭してきたわけです。

　では、情報と知識とでは、何が異なるのでしょうか。この点を今回詳しく振り返る時間はありませんが、最も重要な違いとして、定義上、それを使用する主体の存在を前提とするか否かにあるという点を挙げておきたいと思います。
情報は、それを使用する主体の存在を前提としなくとも、勝手に生成します。しかし、知識の存在、知っているという状態は、知っている主体を前提としなければ定義できません。つまり、知識の存在は、もともと誰の、何のための知識かという文脈から切り離せないものです。だからこそ、かつて人よりも情報の流れを重視する傾向に陥ったリエンジニアリングとは異なり、知識を経営資源として活用する知識マネジメントの視点は、知識を保有する人や組織を活かすというビジョンを拓くものになるのです。

　経営資源としての知識には、物的な経営資源とは異なる重要な特質があります。それは目に見える実体を伴わないということです。実体を伴わないという特質は、同時多重利用、つまり同時に複数の主体が利用することができるという利点を提供します。また、このような特質ゆえに、市場で取引することが困難であるため、企業が保有する固有の知識に基づく競争優位には持続可能性という重要な利点が派生します。しかし、この見えないという特質は、一方で測定することを困難にするため、経営管理の対象にし難いという問題を伴うものでもあります。
経営思想の中には、測定できないものは管理の対象にできないという見方もありますが、知識マネジメントの立場は、このような見方に与しません。また、私は「見える化」することが問題の解決につながるという立場に与しません。
目に見えず、測定できなくとも、重要な資源としての意義を持つ知識は確かに存在するのであり、我々はそれを洞察し、その活用と新たな創出を明確な経営課題として位置づけることができるのです。「知識マネジメント」という科目の意義は、そのような見えざる経営資源に対する洞察力を提供することにあると言えるでしょう。

 









水素社会を描く米国のコンテストで九大院生が優勝


水素エネルギーを活用する技術開発と実用化が徐々に進んでいます。
例えば、「エネファーム」という名称をCMでも耳にしますが、これは「家庭用燃料電池コジェネレーションシステム」のことです。これを家庭に設置すると、都市ガスやLPガス、灯油などから水素を取り出し、それを原料に燃料電池で電気を発電して利用することができます。
燃料電池自動車の開発も進んでおり、トヨタやホンダは2015年には市場で購入可能なレベルの燃料電池自動車を市販すると発表しています。
また、福岡県では、水素エネルギーを積極的に活用する社会＝水素社会の構築を目指して様々な活動を展開しています。

ただし、将来全てのエネルギーが水素に置き換わるわけではありません。水素を取り出す原料の入手、水素の輸送や保存、燃料電池で得られる電気や熱の効率的利用、そのために必要なインフラの整備などを勘案して、水素エネルギーが利用できる対象を選定し、そこで効率の良いシステムを構築しなければなりません。

QBS生と工学府水素エネルギー専攻の学生を対象に水素社会を描く研修プログラムを３年前から実施していますが、昨年の研修受講者が米国Hydrogen Education Foundation主催の"2012-2013 Hydrogen Student Design Contest"で見事にGrand Prize（最優秀賞）を受賞しました。

このコンテストは、2004年にスタートしたもので、今回は米国エネルギー省（DOE）に加えてトヨタやメルセデスなど自動車会社がスポンサーとなって、「米国北東部における燃料電池車向けの水素ステーション普及計画」をテーマに、世界から20チーム以上がエントリーしていました。ちなみに２位は英国バーミンガム大学の博士課程の学生チームでした。

毎年、計３日間実施する集合研修では、水素エネルギーシステム専攻やQBSなど異なる大学院に所属する学生を対象として、技術の社会普及やビジネス化に関する幅広い知識やスキルの修得を行います。
また、過去のコンテスト上位入賞プランの分析を通じて、様々なテーマにおける水素社会の全体像やその実現方法について理解を深めます。この集合研修を経て、昨年11月に本研修受講者を中心としたコンテスト応募チームを結成し、約半年をかけて提案書を作成し今年5月に応募を行なったものが、Grand Prize（最優秀賞）を受賞したのです。

九大チームの応募案のポイントは、普及にあたって利用者の利用シーンをイメージしながら、需要に柔軟に対応できる可搬型ステーションの利用や、拡張型の水素供給施設を織り込んだことです。
6月25日に、米国ワシントンDCで表彰式が行われましたが、水素エネルギー専攻の学生が堂々と英語でプレゼンテーションする姿はたいへん誇らしいものでした。九大の学生の底力を見た思いがしました。

未来のエネルギー社会のあるべき姿を、未来を担う若い学生たちが描くこのような試みは極めて重要です。

今回のまとめ：水素社会を描くコンテストへの応募を通じて、ビジョンや企画力、リーダーシップを持った人材を育成することが可能です。

 









シェールガス革命に湧く米国


Hydrogen Student Design Contestの表彰式会場だったワシントンDCのコンベンションセンターでは、ACT EXPO 2013（Alternative Clean Transportation、代替燃料と先端輸送車両技術に関する北米最大のコンベンション）が開催されていました。会場全体でCNG（Clean Natural Gas）の文字が目立ち、さながら"シェールガス一色"といった趣でした。

シェールガスとは、これまで採掘技術がなかったため頁岩（けつがん）中に閉じ込められていた天然ガスを指します。近年採掘技術が確立されたため、全米各地で採掘が始まりました。埋蔵量は、米国の現在の使用量の60年分とも100年分とも言われています。

オバマ大統領は、6月25日にCO2削減のため火力発電所に新たな規制を導入し、省エネや再生エネルギー利用を促進することを発表しました。CO2排出量が多い石油から、よりクリーンな天然ガスへの転換を促す意味合いがあります。

ACT EXPOでは、例えばオイルメジャーのシェルが天然ガスステーション整備計画を発表していました。まずは、長距離輸送用の大型トラック、および鉱山での大型トラックを主なターゲットとしてガスステーションの整備を進めていくとのことです。
会場では、従来のディーゼル燃料やガソリンに比べて、CNGは40％ものコスト削減をもたらすという効果を大々的に謳う展示もありました。

確かに会場を見渡すと、大型トラックメーカーによるディーゼルと天然ガスとのデュアル燃料車の展示が目立ちます。小型車は、BMWやホンダなどの市販車両の改造車（ガソリンと天然ガスのハイブリッド車）の展示はありますが、説明員によると、まだコストダウンの目処が立っていないため、あくまでもデモンストレーションとのことです。まずは、天然ガス車は大型車両から普及が進むことになります。

シェールガスに圧倒されているが、バイオ燃料システムの展示もされています。食品工場などから出る廃棄物から"バイオCNG"を取り出し、ガソリンとのハイブリッド車に利用する仕組みが提案され、ルイジアナ州警察のパトカーに一部実験的に導入が進んでいるとのことです。

残念ながら、燃料電池は脇に追いやられている感があります。コンテスト主催団体のトップは、むしろ日本や欧州の燃料電池車の開発の動きに注目していました。

米国にエネルギー革命をもたらしているシェールガスですが、環境破壊面での懸念や、予想される埋蔵量通りに採掘できるかという懸念もあります。これは、今後利用が進む中で、現実的な姿が明らかにされるでしょう。

しばらくは、米国のシェールガス革命から目が離せません。

今回のまとめ：米国のクリーンエネルギーの中心は、今や完全にシェールガスにシフトしています。従来大きく依存していた石油からCNGへどのようにエネルギーシフトが進むのか、注目に値します。




 









QBS科目紹介「ファイナンシャルマネジメント」について


今日は、私がビジネススクールで講義を持っています「ファイナンシャルマネジメント」についてお話したいと思います。

「ファイナンシャルマネジメント」は、日本語に訳すと「財務経営」になります。これは、財務の観点から企業など組織の経営戦略を推進するための管理活動であり、ビジネススクールにおける「ファイナンシャルマネジメント」は、そのために必要となる理論、技術を身につけて頂くというために設置しているコースです。したがって財務や会計、経理の基本的な知識の上に立ち、経営的な視点からその戦略を実行するために必要となる財務上の知識、技術を学ぶことを目的としています。しかし、必ずしも財務の専門家になるためだけのものではなく、企業幹部の一員として戦略の執行にあたる人は、当然に持っておくべき財務的な素養ということもできるかと思います。したがって、財務の経験者や専門家になろうとする人を主たる対象にしているわけではなく、むしろ起業家、事業を起こす人、中小企業の経営者、或いは国内・海外で子会社の経営を任される可能性のある人、こういった人たちの受講を念頭においています。

内容としては、財務の管理的側面から財務会計の基礎を固めることはもちろん、経営的な側面から、戦略の実行に密接に関連する財務予測、投資評価、或いは資金調達手法の選択といったことを学びます。本授業における学習の特徴の一つとして、受講生がそれぞれ選んだ上場企業について、各々実際の数字を使いながら段階的に作業してもらうことにより、臨場感をもって学んでもらえるよう工夫をしています。最終的には、その企業の「中期経営計画」作りまでを体験してもらうという内容になっています。

全部で15回の授業ですが、まず、最初の4回で財務会計の基礎をおさらいします。特に、「業績評価」や「キャッシュフロー概念」など、その後の作業で活用できるよう、きっちり押さえてもらいます。そのため、この間は練習問題、或いは宿題を多用し、財務会計的なツールに慣れてもらうことを重視しています。次の4回では、キャッシュフローについて更に深く理解してもらうために、「運転資本」や「財務予測」、そして「成長制約」などの問題に取り組んでもらうことにしています。また、「財務予測」から議論を発展させ、「計画・予算」という管理者にとっては避けて通れない重要な管理ツールを学習します。同時に「コントローリング」という、計画・予算を実際の戦略の実行に繋げるための仕組み・手法について学習します。ここまでの計8回の授業で、それぞれが選んだ上場企業の実際の計数に触れながら、財務経営のための基本的なツールを一通り学ぶことになります。その後の3回で、企業の価値を高める投資評価、或いは資金調達の方法などを学習し、いよいよグループで１社選んだ企業について、中期経営計画を策定することになります。
ここで、受講生はその企業の従業員ではありませんので、インサイダーとしての情報を持っていないケースがほとんどです。本来ならば、企業の計画を策定する上で、企業の内部の情報を持たずに、公表資料だけに頼らなくてはならない状況は、致命的です。しかし、このコースではそれを逆手にとり、インサイダーなら知っているはずの内部情報については、受講生がフィクションの世界で前向きな、夢のある投資プロジェクトを含む中期経営計画を策定してもらうことにしています。そうは言っても、各投資プロジェクトとその中期計画の整合性、或いは投資プロジェクトの採算性などはしっかりチェックしますので、非現実的な計画という訳にはいきません。夢はあっても、現実的な計画を作る必要があるわけです。最後の3回ほどは、財務経営の今日的な課題を採り上げます。今年度の例を挙げれば、企業のグローバル財務リスクとそのヘッジ、グローバル企業における財務的な諸表を用いた組織・人材管理といった問題を採り上げる予定にしています。

このコースのもう1つの特徴は、練習問題の解答発表や、課題レポートの提出、グループプレゼンテーション、そしてテスト、さらには、ケース・ディスカッションなど、多くの種類のティーチング・メソッドを導入している点です。受講生は、こうした様々な形で授業に参加することを通じ、勿論、その分受講生は負担も軽くないわけですが、多様な角度から企業の問題を捉えることができるので、財務経営の実践的な学習になると考えています。

ちょうどQBSでの前回の授業が、受講生のグループによる各企業の中期経営計画のプレゼンテーションでした。今回は１チーム４名のグループでしたが、これまでメンバーの一人が業績評価や財務予測を作成してきた企業の中から選んだ１社について、全員でその企業の理念、ビジョンなどを再確認、或いは、修正を施し、外部環境や企業の内部資源分析などを通じて戦略策定を行います。そして、その実行計画として具体的な投資計画を織り込んで中期計画として策定したものを発表してもらったわけです。各グループ共、メンバーが活発に議論した結果を、10分という制限時間内で説明するのはなかなか難しいようでしたが、それぞれ工夫を凝らした計画となっていました。同時に、こうした作業自身を楽しんでくれていたことは、実践的教育のアドバンテージでもあると思います。

 







QBS科目紹介「マネジメントコントロール」について


今日は、私がＱＢＳ九州大学ビジネススクールで担当しているコースのうち、「マネジメントコントロール」についてお話したいと思います。

「マネジメントコントロール」といっても、馴染みがない方が多いと思いますので、以前に採り上げたことがあり、繰り返しにはなりますが、再度ご説明します。「マネジメントコントロール」とは、組織のメンバーの行動が、組織の目的に合致するように動機付けを行ったり、働きかけを行ったりすることを言います。本ビジネススクールにおける「マネジメントコンロール」とは、そのための仕組みづくりやプロセス作りについて学ぶコースです。

中小企業のような組織では、社長が社内全般にわたって目を光らせ、意思決定においても他人任せにせずに、全て自ら行うことも可能です。実際にそのような運営をしている会社も多くあると思います。しかし、今回お話する「マネジメントコントロール」が対象とするのは、そうしたことをするには規模が大きすぎるような組織、すなわち、部下であるマネージャーや従業員に意思決定を分担して委ねなければならないような規模の組織です。そのような組織でも、意思決定を委ねられるマネージャーや部下が、それぞれ個人が持つ勝手な目標に沿って、ばらばらな意思決定をしてしまうのでは、経営は成り立ちません。「マネジメントコントロール」は、そうしたマネージャーや部下の目標に影響を与えることによって、それぞれが、それぞれの目標に沿った意思決定を行っても、それが組織の目標や戦略の実現、実施に繋がるような、そうした仕組みのことであり、このコースはその仕組み作りを学びます。

全部で15回の授業ですが、まず、「マネジメントコントロール」とは何か？というところから始めて、そのメカニズムを構築する土台・前提となる、企業の戦略のあり方、組織のあり方、そして組織の中で動機付けがなされるべきサブユニットの性格・あり方などを確認します。つまり、これらが異なれば、そこに構築されるメカニズムも自ずと異なってくるということになるのです。簡単な例をあげますと、企業の中で独立採算的な部門の長に与えられる経営目標と、社内の製造部門、工場長に与えられる目標では、目標のあり方が異なります。また、同じ製造部門の長に対する目的でも外販、つまり市場に直接製品を売っている部門の長への目標や基準と、社内の販売部門の発注に基いて生産を行う部門の長への目標や基準は異なってくるわけです。
続いて、その「マネジメントコントロール」の基本的なツールである戦略的計画や予算の策定、それらの進捗管理、実績の評価、そしてマネージャーに対するインセンティブ、即ち報償等についての考え方を学びます。ここで重要となるのは、戦略に沿った計画を策定し、それを実行するだけでは必ずしも当初の目標が達成されるとは限らないということです。その実施状況をチェックし、それから基準と対比することで、そこからずれているようであれば、それを修正するための行動がしっかりと取られるような動機付けがなされるメカニズムになっている必要がある訳です。「戦略的計画」や「予算」などについては、私のもう一つの担当科目であるファイナンシャルマネジメントのコースの中にも学ぶべき項目として含まれていますが、そちらがより実践的な作業に力点を置いているのに対し、「マネジメントコントロール」では、より考え方に力点を置いた形で授業を行っています。
さらに15回の中では応用として、最初に学んだ「マネジメントコントロール」のメカニズムの土台となる戦略や組織のあり方が違うと、そのメカニズムはどう違ってくるのか。また、グローバルなビジネスを行う多国籍企業におけるマネジメントコントロールシステムのあり方はどうあるべきか、といった議論も含まれています。

私のコースでは、この「マネジメントコントロール」を学問的に体系化した、"ロバート＝アンソニー"という先生他が書かれた「マネジメントコントロールシステムズ」という本を教科書に使っています。毎回、私がその日に学習する章のポイントをブリーフィングした後、そこに掲載されているケースの１つを採り上げてクラスで議論することにしています。議論の仕方には、通常のクラスディスカッションやグループによるプレゼンテーション、或いはケースレポートなどのバリエーションをつけています。

このコースの特色は何といっても、ＱＢＳの学生が避けて通れない「英語で経営を学ぶ」選択必修科目の一つとして、授業がすべて英語で行われることであると思います。ＱＢＳには毎年、英語が必ずしも得意でない学生が少なからず入学してきますが、コースを通じて厚い英語のテキストの本文をほとんど読破することになりますし、全部で十数回に及ぶケースディスカッションの準備をし、議論に参加する努力を積み重ねるだけで、英語に関して相当な自信になると思います。

更に、このコースは毎年、後期、つまり秋学期に開講されているのですが、例年、アジアのビジネススクールからやって来る、英語でＭＢＡを学んでいる交換留学生が多数参加してくれることになっています。したがって、ＱＢＳの学生にとっては、英語で留学生と議論する機会を持つことになるわけで、まさに国内に居ながらにしてアジアのビジネススクールに留学して授業を受けているような体験ができるわけです。今年も12名の交換留学生がアジアの一流ビジネススクールからやって来てくれることになっていますので、そこで活発な議論が行われることを楽しみにします。

 









QBS科目紹介　企業財務


今日は、私がＱＢＳで開講している、「企業財務」についてお話します。

これは、ＱＢＳの一年目の前期にとらなければならない、必修科目です。企業経営をする場合、文章ではなくて数字で実績を把握しなければなりません。その場合、将来の中期計画や、予算と比較して実績を戦略通りに進捗させる財務管理を行います。本科目では、会社の中の経営企画部や財務部における仕事や、あるいは経営者として企業経営における財務について、学生が理解して仕事ができるようになることを目指します。

会社は、現状を数字でまず把握し、財務諸表を作ります。上場企業であれば、経営者の将来ビジョンを決めた上で現状から将来へ至る戦略的選択肢を検討し、戦略を決めます。そうした戦略を実現するためには、その戦略に合わせた中期計画を作らなければなりません。財務諸表は、この中期計画に沿うかたちで出てくるのです。たとえば民間企業の三年の中期計画であれば、一年ごとに中期計画を予算に落とすかたちで行われます。実績は、四半期ごとに出てきます。予算通りに実績が進捗しているどうかを、管理する必要があります。

「企業財務」は、企業価値がこれからどのようにするのか、企業価値に合わせた資金調達や借り入れをどのように行うのか、社債や株をどうやって発行するのか、といった諸問題を考える学問です。経営者や経営企画部で働く人、財務部で働く人は、わかっていなければならない事柄ですので、世界中のビジネススクールで必修科目になっています。

教科書としては、ブリーリーとマイヤーという人が書いたものを用います。三十年くらい前に、アメリカのピッツバーグのメロン銀行で私が働いていた頃、カーネギー・メロン・ビジネススクールの先生がメロン銀行の研修プログラムに教えに来てくれました。その時に、私はこのブリーリーとマイヤーの教科書をはじめて手に取りました。それ以来三十年が経ちましたが、この本は第十版を迎えるに至るまで版を重ねており、今なお世界中で用いられる、グローバルスタンダードな教科書なのです。ところがこの教科書は英語で書かれているため、学生の皆さんより読んでもわからんとの声がちょくちょく聞かれました。そこで教え始めて三年目ぐらいに、私が日本語で企業財務の教科書を書きました。これは、私のＱＢＳにおける授業を教科書にしたものです。その結果最近では、皆英語の教科書を読むのをさぼり、英語の教科書の翻訳や私の日本語教科書を読んでいるように見えます。

なお、中間試験も期末試験も、基本的には何でも持ち込み可としてあります。英語の教科書も私の教科書も、配付資料も、そしてパソコンも持ち込んでよいのです。実際の社会では、何かほかのものを見ても、答えることさえできればよいのです。頭の中に全部が入っていなくても、どこに何があるかを分かっていれば、それを持ってきてひっくり返して見ればよいのです。ただ、試験同様、調べる時間は限られます。

私が教え始めて一年目には、中間試験を行いませんでした。その結果、期末試験では、皆ひどい点数をとりました。二年目以降は、中間試験を導入し、授業全体の半分まで進んだところで一回チェックを行うようにしています。マーケティングや戦略と異なり、「企業財務」では数字を扱うので、黒白ついてしまいます。すなわち、解答が文章であれば、三角がありえますが、「企業財務」では加減乗除の計算を問題として出すために解答が数字になり、○か×かのどちらかになるのです。

QBSの場合、ほとんどが社会人学生で、平均年齢三十七歳ですので、皆、久しぶりの試験を受けることとなります。年齢を重ねていることもあって、恥をかきたくないという思いで必死に勉強しています。試験前にはいくつかのグループにわかれて、それぞれで勉強会を開いているようです。最近では、先輩からの過去問にくわえて、私の試験の解答フォーマットがエクセルファイルで出回っています。私の方では、似たような問題で数字だけを変えたものを試験に出すので、だいたい皆正解してきます。そこで工夫して新しい問題を出したりすると、あとで学生より不満が起こってくるという状況です。

欧米人とは異なり、日本人は恥ずかしがり屋なので、なかなか手をあげません。ビジネススクールでは授業中にいろいろな議論をしたいのですが、挙手を求めても誰も手を挙げないでシーンとしてしまいます。そこで、こちらから順番に当てていく方式をとるようにします。当てられて答えられないのが相当恥ずかしいらしく、皆コチンコチンになっています。授業中も、次に自分に当てられるのではないかと、授業も聞いていないのではないかと思うほどに緊張しているわけです。 









QBS科目紹介　企業価値創造とＭ＆Ａ


今日は、私がＱＢＳで教えている「企業価値創造とＭ＆Ａ」という科目についてお話します。

私がＭ＆Ａアドバイザーを始めた３０年ぐらい前は、Ｍ＆Ａは日本では悪いことととらえられていました。あなたの会社を売りませんかと言いに行くと、お前なんか帰れ、お前は何しに来たのかなどと言われたものです。最近になって、段々Ｍ＆Ａが戦略的選択肢の一つになってきたのです。

日本でバブルが発生し、崩壊して以降、日本の企業の経営状況がおかしくなりました。今までのようにやっていたのではいけない、経営環境の変化に合わせて経営を変えなければいけないという中で、事業の売買や統合が行われるようになりました。この２、３０年の間に、ある業界の１０社のうち、２、３社しか生き延びられないという状況の中で、事業の切り貼りが起こり始めたのです。その結果、Ｍ＆Ａが日本で認知されてきました。企業経営者が、起こっている経営環境を無視するのではなく、経営環境の変化に合わせて組織を立て直すツールの一つがＭ＆Ａである、という認識が広まってきたということです。

ただ実際のところ、二つの会社が一つになり、経営者は一人でいいという状況になると、負けた方の経営者がいなくなることになります。また、水平統合といいますが、同じ業界の二つの会社がくっつくことになると、本社や組織網、研究開発は一つでいいことになり、たくさんの人がクビになってしまいます。そうすると、昔からの安定志向の日本の経営者は、従業員をかわいそうに思い、Ｍ＆Ａをやってはいけない禁じ手だと考えがちです。

「企業価値創造とＭ＆Ａ」では、経営環境の変化に対応しなければいけないという話からスタートして、そもそもどのように経営をするのかという点を考えて行きます。たとえば昔は、親会社と子会社が別々に経営していましたが、会計ビッグバンが起こり、連結主義や時価主義といって、親会社と子会社が一つのグループとして過去の価格でなく現在の市場価格を前提として経営するようになりました。たくさんの事業をやっている会社であれば、親と子を合わせて一つの事業とする連結事業ポートフォリオを構築します。付加価値としてみれば、親会社に事業の企画を行う事業部があったとしても、子会社Ａで購入し、子会社Ｂで製造し、子会社Ｃで販売する、という状態です。そうすると、親会社事業部とその子会社いくつかをまとめてひとつのバリューチェーンであり、事業である、ということになります。また、全体の連結の財務諸表を、そのいくつかの凍結事業のポートフォリオとして考える経営方式を学びます。それぞれにグループ戦略や事業戦略があるので、それをもとにどうやって連結事業ポートフォリオを最適化して行くのかという点についても話します。さらに、これを経営環境の変化に合わせて組み替えることになると、事業の売却や合併に加えて、最近導入された会社分割や、株式移転など、新しい手法を用います。その結果どういう形で変更できるかという点についても、本講義で学習します。これらの新しい仕組みを、法律や会計、税務の側面からものぞいてみます。

Ｍ＆Ａは、技術というよりは、ポーカーみたいなものです。誰が次に何をするのかということをあらかじめ読んで、やれそうなことについて手を打って行く。スムーズに進まないと、M&A取引は破綻して事業ポートフォリオの最適化に失敗することになります。したがって、どうすればスムーズに行うことができるのかという点についても、授業でお話しします。

「企業価値創造とＭ＆Ａ」の授業は、いろいろなところから交換留学生がやって来ることもあって、英語で行います。今年も南京大学や浙江大学、東北大学、大連理工大学、東北財経大学、中国人民大学、チュラロンコン大学などから、12名の交換留学生を受け入れる予定です。ＱＢＳのプログラムでは一年後期に英語科目を集中させているので、この時期を通じて英語に慣れ、交換留学生に負けないようＱＢＳの学生にも頑張ってもらいたいと考えています。交換留学生との交流を通じて、さまざまな刺激を受けることとなるでしょう。アジアでは経営環境の変化が生じているところですので、九州の人たちがそこに参入し、大活躍して欲しいと思います。 









ビジネスプランコンテスト①


・QBSでは、２年前からビジネスプラン・コンテストを開催しており、今年は９月１５日に他校の参加も得て審査会を行う。今回は、ビジネスプランをつくるプロセスや意義について解説したい。
・ビジネスプラン・コンテストは、挑戦を促し、社会に変革や新たな価値をもたらす有効な手段として位置づけられ、世界各地の多くの大学で活発に取組まれている。著名なところではMITの100K（優勝賞金額100,000ドルを由来とする）が知られている。
・QBSがビジネスプラン・コンテストを開催する背景には、不確実性を増す社会環境下で、経営管理に必要な個々の知識や分析能力の習得のみならず、それらを動員し新たな事業創出に結びつける統合力の涵養が必要、との意図がある。
・昨年までは、QBSが学生と協力して実施していたが、３回目の今年からは、学生会に企画〜運営を委ねて実施している。

・そもそも、ビジネスプランとは、どのようなきっかけやプロセスで出来上がるのか？それは大きく４つに分かれる。（１）新たな事業機会の探索と発見、（２）ビジネスアイデアの考案、（３）ビジネスモデルの構築、（４）ビジネスプランの作成、の４段階だ。
・まず（１）新たな事業機会の探索と発見、について。ここでは、固定観念を取り払って常識を疑うことが重要になる。イノベーションには、既往の方法を少しづつ改善していく「持続的イノベーション」と、従来の価値や方法を破壊して全く新しい価値を生み出す「破壊的イノベーション」があるが、ビジネスプラン・コンテストが対象とするのは後者だ。そこでは、固定観念を取り払って常識を疑う発想力が欠かせない。
・例えば、エジソンは、新しい従業員を雇うときに、必ずスープを出したそうだ。面接者が味見をせずに塩や胡椒をかけたら「不採用」にしたという。つまり、「自分は塩辛い味が好き」とか「コショウがきいた味が好き」という固定観念に囚われて、味を確かめもせずに塩やコショウをかける人は、エジソンの研究所には不向き、というわけだ。
・常識的な考え方を真逆から考えてみると、予想もしなかった新しい価値に気づきやすい。例えば、従来の公共図書館を思い浮かべると、「私語禁止」「飲食禁止」「借りたら返却に行く」「休館日がある」・・といったことが当たり前。しかし、蔦屋を経営するカルチャー・コンビニエンス・クラブが運営を受託した武雄市図書館は従来の公共図書館と大きく違う。スターバックスのコーヒーを飲みながら本を読める。本を借りたらコンビニから返しに行ける。子供達が夏休みの自由研究をするために図書館を訪れる。年中無休の朝９時〜夜９時開館、本を借りたらTポイントカードがもらえる、・・・などなど。従来の常識の真逆なことが多い。当たり前の向こう側に、新しい事業機会は潜んでいるのだ。

・次に（２）ビジネスアイデアの考案。ここで良く使う方法として知られるのは「ブレーン・ストーミング」だ。限られた時間で沢山のアイデアを出し、その中から良いアイデアを選んでブラッシュアップする。
・「ブレーン・ストーミング」には、大切なルールがある。まず、多様性のあるメンバーを集めること、アイデアの良し悪しの判断は後回しにすること（質より量）、常識外れを推奨すること、他人のアイデアを否定しないこと、といったことだ。つまり、ここでも固定観念を取り払うことが重要なのだ。

・次回は、（３）ビジネスモデルの構築、（４）ビジネスプランの作成、について解説したい。

 







ビジネスプランコンテスト②


・前回は、ビジネスプランを生む４つのプロセス、（１）新たな事業機会の探索と発見、（２）ビジネスアイデアの考案、（３）ビジネスモデルの構築、（４）ビジネスプランの作成、のうち、（１）と（２）について話した。今日は（３）と（４）について解説したい。

・優れたビジネスアイデアを考案できても、それを安定的な収入に結びつけるビジネスモデル（収益モデル）の構築が必要だ。つまり、誰からどうやってお金を頂いて、どのように経費をカバーすれば継続して利益が得られるのか？という構造のこと。
・近年、このビジネスモデルを考案し、ブラッシュアップするツールとして、「ビジネスモデル・キャンバス」というツールが知られる。これは、１枚の紙に、「価値提案」、「顧客セグメント」、「チャネル」、「収益」、「資源」、「パートナー」、「コスト」などの計９つのボックスを俯瞰できるように配置し、その相互関係を見ながらビジネスモデルの妥当性を確認するツールだ。
・ここで重要なのは、あくまでも「キャンバス」に描かれたビジネスモデルは仮説にすぎないということ。つまり、「価値」も「顧客」も机上で想定しただけであって、本当のニーズが存在するか否かは、実際に想定した顧客に接触して、十分な確認を行う必要がある。
・「顧客」に対して自ら考案した製品やサービスの「価値」がフィットしなければ、製品やサービスのあり方、あるいはターゲット顧客そのものについて見直して方向転換し、ビジネスモデル全体を変更しなければならない。この方向転換のことを「ピボット」という。
・スタンフォード大学の調査によると、シリコンバレーのベンチャー企業で、ピボットを複数回経験した企業は、ピボットが無かった企業よりも資金調達額が大きかった、という結果が得られている。つまり、「思い込み」に囚われるのではなく、「現実を観察し、現実に適応する」ことがビジネスの成功には重要ということだ。
・さて、「キャンバス」などのツールを使ってビジネスモデルを構築したら、いよいよビジネスプランを書く作業に入る。ここで疑問だが、そもそもビジネスプランの役割（意味）とは何かを冷静に理解しておく必要がある。
・元アップルのガイ・カワサキは、「皮肉なことだが、たいていの起業家にとってビジネスプランそのもの（書類）は、資金調達の際に最も重要性の低いもののひとつだ」と言う。つまり、事業のアイデアを投資家に披露した段階で投資家が前向きの場合、ビジネスプラン（書類）はそれを補強するものに過ぎない。逆に投資家が後ろ向きの場合には、ビジネスプラン（書類）で心変わりを促すのは難しい、というわけだ。
・アントレプレナーシップで有名は米国バブソン大学が行った、「会社設立時のビジネスプランの有無が、その後の事業の成否に影響を与えたか？」という研究では、「統計上の有意差を示すほどの差はない」との結論だった（ただし、会社設立直後１２ヶ月の資金調達は若干有利だという示唆はあった）。
・では、なぜ事業計画を書く必要があるのか？それは、創業メンバーが書き上げる過程で様々なことを学べるからだ。例えば、アイデアの段階では浮き足立って見逃したり、矛盾があっても適当にごまかすことができる。しかし、ビジネスプランの中で、しっかりと根拠データや論理性を明確にしながら詳述していくと、そのようなごまかしが通用しない。つまり、ビジネスモデルの「仮説」から曖昧さを排除することで、より正確な「検証」に結びつけるのがビジネスプランの役割なのだ。
・前回話したように、QBSでは２年前からビジネスプラン・コンテストを実施している。今年のテーマは「TPPに挑む新しいビジネスの創出」だ。コンテストへの応募を通じて、事業創造プロセスにおいて学生のアントレプレナーシップが涵養されるとともに、日頃学んでいる経営理論や分析手法を駆使し、価値創出に挑戦し、その過程で多くを学んで欲しい。

 







英国における異文化（９）


今日はイギリスにおける異文化シリーズということで、その中でも「イギリスの家」にスポットを当ててお話しようと思います。

イギリス、アメリカ両方行かれた事がある方は皆さん分かると思うのですが、アメリカへ行くと、広い芝生の上に堂々と家が建っています。しかも、そんな家を「1,500万円で買える」といった話で、驚かれて帰ってきた人も多いかと思います。一方イギリスへ行くと、割と日本と同じようにせせこましい町中の、小さな路地に家々がひしめきあっており、中には長屋のような感じになっている場所も多くあります。私は、「これらの違いがどこからきているのか。」ということを考えた事があります。そこで今日は、そのあたりからイギリスの家の造りの話、そして、その家々にある「庭」についての話をしようと思います。

まず、家の造りについてお話します。元々、イギリスは歴史が長いのですが、ローマ時代に石で家を造るという事が始まり、それ以来、"石"で家を造るようになりました。このように石造の家にすることで、家が何百年も長持ちするわけです。言い換えると、現在イギリスにある家々はかなり古い時代に建てられた家であり、それらは当然、「道路が広くなること」や「車が必要になること」といった事は全く考えられず造られた家なわけです。そのため、現代生活から見ると不便と思われるような家が多いわけです。
例えば、車を入れるためのガレージを持っている家は少なく、それらの家では、車を「路上駐車」しています。しかしこれらは禁止されている訳ではなく、イギリスでは、それぞれの場所において、住民が特殊な許可証を自治体からもらっており、いわゆる「路上駐車」をやっても良いことになっているのです。当然、我々が勝手に行き、許可証無しに車を止めていいわけではありません。このように、狭い路地の両側に車が並ぶため、他の車が路地に入ってきた場合、場所によってはすれ違いが出来ないような状況になってしまうこともあります。しかし、そうでもしない限り、車を置く場所が無いわけです。

また、路地から家々を見渡していると、ブラインドやカーテンを下げていない家が多いことに気付きます。そのため家中がバッチリ見えてしまうのです。これについては、どうしてなのか、その理由を考えたり、人に聞いたりして分析した事がまだ無いのですが、日本とは大きく違うなと感じています。恐らく、「日差しが日本ほど強くない」ということは少なからず関係していると思うのですが、詳しい事情はよく分かりません。我々としては家の中が見えるわけなので、「あぁどういう書斎の様子をしているのかな。」「リビングの様子はどのような感じなのか。」というような事が分かりますので、不思議ではありますが、面白いと言えば面白いですね。

このように、イギリスには小さな家が多いのですが、これらの家々は大体、１度にどんとその地域に建つことが多いです。つまり、日本のように１軒１軒全く違う時期に、違った造りで勝手に造るというようなことではない事が多いわけです。そのため、集落を航空写真などで上から眺めてみると、ほとんど同じ様な造りの建物が並び、屋根の色などはほとんど全て同じ、という事が多いです。特に、ヒースロー空港に降り立つ前に、上空から飛行機でロンドン郊外を見ていると、ほとんど同じ色の屋根が、ずらっと延々に水平線まで続いていることが分かります。この時、「やはり日本とは文化が違う。」と感じます。この違いの大元は、先程も言ったように、「長い歴史を持つ石造りの家が主流である」というところからきていることは間違いないと思います。皆さんもイギリスに行かれた際には、是非家々を眺めてみてください。「日本とサイズが同じか違うか。」「庭はどのくらいの大きさか。」「ガレージがあるのか無いのか。」このような点を実際に見て楽しんで頂ければと思います。

このように、家々の「色」や「造り」が似ていると、街の景観に「統一感」が生まれ、非常に美しい街並みになることが多く良いですね。加えて、「集落の真ん中には教会が建っている」というような共通の造りがあり、何処に行っても本当に美しいです。
また、イギリス人は本当に庭弄りが好きで、皆さん本当に丹念に綺麗にしています。それぞれの家には庭の区画があるわけですが、どんな小さな区画でも何か手を入れているという事が多いです。例えば、人が住んでいるにも関わらず、玄関脇の花壇にしてもいいような、ちょっとしたスペースが荒れ放題になっていると、恐らく周りの目が気になるからだと思いますが、イギリスの人々はしっかりと手入れを行っています。このような文化を持っているため、町の郊外には、所謂ＤＩＹショップの、ガーデニングの部門だけに特化したような大型店が必ずあります。

このように、イギリスの皆さんはせっせと庭仕事をされるわけですが、家々だけでなく、町中の所謂電信柱からフラワーポッドが提げられている光景を目にします。これは自治体がやっているわけではないのですが、他にも植え込みがあちらこちらにあったり、公園内の花々が「本当に毎日手入れしているのではないか。」という程綺麗に手入れされていたりと、そのような事が非常に多いです。特に芝生の部分は、「どのように手入れしているのだろう。」と思ってしまう程、よく手入れがされています。
私がよく行くケンブリッジ大学でも、芝生の区画は毎日のように専属のガードナーの方が芝刈りをしているくらいで、素晴らしいと思います。これら「イギリスの庭の造り方」というのは、私達日本人にも馴染みがあり、よく「イングリッシュガーデン」と言いますよね。これが日本の主婦の方々等にも人気なわけです。私自身も、いつか庭の事について詳しく知る機会を持ちたいと思っています。イギリスの庭は基本的に、大陸風の幾何学模様で敷き詰めるような造りとは違います。植物の自然に咲いている様をなるべく活かす形で、かといって荒れ放題ではなくアレンジしているという、日本で言えば「活花」に通じるような造り方をしており、私が見ていても非常に美しいなと思います。このように、イギリスと日本の間で近いものを、私は色んなところで感じています。
ちなみにイギリスでは、「庭」というものがあまりにも個人個人の生活の中に入ってきているため、優秀な庭を造った人が年に１度、自分が造った庭を公開するイベントというものが全国組織で行われています。その時期に合せて、あちこちの個人のお庭を見て歩くと楽しいということがありますね。これはイギリスの方々がいかに「庭」を大切にしているかよく分かるエピソードでもあります。

今日のまとめです。イギリスの家というのは、小さく古いけれど、住み心地の良い家というものをもっている。また、花に囲まれ豊かな暮しを送っているという事でまとめます。

 









世界同一賃金①


　アナウンサーという仕事も大学の研究者という仕事も、国を超えれば待遇も違えば、給料も異なるわけですが、どうしてなのでしょう。仕事の内容自体は、各国で大きな差はないのに。
　今年の4月の末だったと思いますが、ユニクロを展開するファーストリテイリングの柳井会長が、「世界同一賃金」という考え方を提示されて、賛否の様々な論議を呼びました。その考え方は、店長候補として採用した全世界の正社員と役員をグローバル総合職とし、世界で同一賃金にして、それ以外の社員は給与設計の枠組みを世界で統一するということでした。その根底にあるのは、同じ職位であれば「国籍、年齢、性別関係なしでどこの国で働こうが同じ収益を上げていれば同じ賃金というのが基本的な考え方であって、新興国や途上国にも優秀な社員がいるのに、同じ会社にいても国が違うから賃金が低いというのは、グローバルに事業を展開しようとする企業ではあり得ないということでした。長く温めてこられたアイデアとのことですし、これをコンセプトしてだけではなく、実際に今後導入されるのであれば、非常に興味深い取り組みだと思います。
　この同一労働同一賃金という考え方は、性別、フルタイム、パートタイム、派遣社員などの雇用形態、人種、宗教、国籍などに関係なく、同一の職種に従事する労働者に対して同一の賃金水準を適用するということで、ILO（国際労働機関）では、この原則を基本的人権の一つとして、憲章の前文に掲げています。でも現実を見ると、日本でもそうですが、同じ仕事に従事する人でも、同じ賃金が払われているかというとそうではありません。最近の非正規雇用の増加は、正社員としての負担を軽減する目的で、パート、派遣・契約社員に置き換えられた結果です。
　それではなぜ各国の賃金には格差があるのでしょうか。例えばユニクロのようなテキスタイル業界の最低賃金を調べてみると、JETROによると労働者の月額の最低賃金は、中国の328ドルに対して、ベトナムではその半分の145ドル、バングラディシュでは4分の1以下の74ドルとのことです。1ヶ月働いて得られる給料が約7000円という最低賃金を考えてみると、福岡県の最低賃金の701円の10時間分にしかなかならないとうことになります。
　ユニクロの生産の主体は、以前は中国でしたが、2010年前後からより人件費の安いベトナムやバングラディシュに一部をシフトさせています。多国籍企業がなぜ生産拠点や調達を本社の置かれる国から開発途上国に移すのかと考えると、当然ながら人件費を含む生産コストの安さや労働や安全の基準が、本国よりも緩いなどの理由が挙げられます。
　それについて、開発途上国であれば、生活費も安いから賃金も安いのはあたりまえと、私たちもつい考えがちですが、本当にそうなのでしょうか。最近自殺の相次いだ中国の工場労働者のことでも報じられますが、年齢が若く、地方からの出稼ぎ労働者を中心に生産に従事している工場で支払われる給料は、生活に必要なまさに最低レベルの賃金であり、狭い一部屋に何人もが居住するということも珍しくありません。そう考えると、開発途上国でつくられるから安いと思って受け入れている製品は、単に賃金差で可能になっているだけではなく、労働者に相当な無理が強いられているように思います。
　ユニクロは7月にバングラディシュの首都ダッカに、初めて2店舗を出店しました。そこで販売される商品は当然現地価格になるわけですから、現地では少し高めとは言っても、全体としての売上は低い。その中で本当に先進国と同様の賃金が払われるのでしょうか。そして、販売では店長としてユニクロのグローバル総合職となっても、生産レベルでの賃金が同様に支払われることはありえないと思います。このように店長が日本人であれば、海外駐在員として高い給与が支払われるのでしょうが、いずれバングラディシュ人の店長に置き換わられた時に、どのような待遇になるのか、また生産の現場ではユニクロの直営にはならないものの支払われる賃金は、どうなるのかが大変興味深いです。
　性別、雇用形態、人種、宗教、国籍などに関係なく、同一の職種に従事する労働者に対して同一の賃金水準を適用するという考え方と先進国・開発途上国の賃金格差の意味することについて考えてみました。

 







世界同一賃金②


　昨日はユニクロの柳井会長の提唱された世界同一賃金という考え方から、先進国と開発途上国の賃金格差の意味することについて考えてみました。私たちが当たり前に受け入れている開発途上国で生産された製品だから安くて当然ということも、実はその賃金差以上の無理が、生産現場に強いられて実現しているように思います。
　同一労働同一賃金について、ひとつの面白い例を紹介したいと思います。世界の多くの船が、パナマやリベリア船籍であり、日本を含めて先進国の海運会社もあえて、船の戸籍である船籍をパナマやリベリアに置くことにメリットがあることを、以前にも番組で紹介しました。これらの船を便宜置籍船と言うこともご紹介しました。例えば日本に比べて、法人税や登録に関わる費用が安く、安全などの基準が国土交通省の規定よりも緩やかであり、雇用する船員も日本人に限定されないなど、人件費などのコストも低いなどの利点があるということでした。
　その人件費の差はどのくらいなのかというと少し古い数字ですが、同じ貨物船を運航するのに、日本人16人であれば合計299万ドルに対して、パナマやリベリアの船籍であれば23人で63万ドルとのことです。日本人であれば、より少数精鋭で運航が可能なのですが、一人当たりに直してみると日本人の給与は6倍にもなります。日本船主協会の調べによると、世界で貨物船に乗り込む船員の数の合計は、120万人くらいだそうですが、もっとも多いのはフィリピンの23万人、インドネシアと中国の8万人、ロシア人とインド人の5万5千とのことです。ちなみに日本人船員は、5千人程度しかいないそうです。つまり、実際には先進国の企業が所有して、パナマやリベリアに船籍を置く船に乗り込むのは、このような国の賃金の安い船員ということになります。
　現地との賃金格差を考えて、多国籍企業が開発途上国に生産拠点を置くことを考えると、それは生活費の安い場所で比較的単純労働に従事する労働者のことを意味するのですが、船舶の場合には先進国の船員でも開発途上国の船員でも、まったく同じ条件で同じ環境で仕事をしていることになります。まさに同一労働です。前回のテキスタイルの話では、開発途上国で生産する場合、生活費が安いから人も安く雇用できるという話をしましたが、船は違います。日本の海運企業が所有する船舶では、混乗船＝混じって乗る船という名称で、日本人とフィリピンなどの船員が一緒に乗務する船もありますが、それもまさにその例です。同じ条件で、同じ仕事をしています。
　国際運輸労連（ITF）というロンドンに本部を持つ国際的な労働組合の団体は、世界の34カ国を便宜置籍国と認定して、これらの船で雇用される船員の賃金や労働条件をグローバルに監視しています。労働者の権利を保護するために、ITFで定める賃金が船員に払われていないと、船舶の運航や作業のボイコットやピケなどの強硬手段を行使することもあります。
　かつて、インドがITFによって便宜置籍国に認定されて、規定の賃金が支払われていないことを指摘された際に、インドは国内の賃金水準は非常に低く、ITFの規定を下回っていても雇用が必要であると反論しました。ここに問題の本質はあります。
　グローバルな規模で、同じ仕事に従事する人たちの同一労働に対して、同一賃金が支払う必要があるならば、多国籍企業が開発途上国に進出する利点は小さくなります。先進国の海運企業が、開発途上国の船員は雇用することも少なくなるでしょう。そうなると開発途上国の労働者にとっての死活問題であり、船員としての専門的な技術があれば本国よりも良い賃金が得られる機会が奪われることになります。
　今日のまとめですが、開発途上国で必要とされる雇用の機会や現実を考えると、同一労働同一賃金ということが、いかにILOで基本的な人権と捉えられていても、決してグローバルに浸透しない問題があります。問題の解決は簡単ではありません。

 









QBS科目紹介　タックス・マネジメント


(1)　はじめに
今日は九州大学ビジネススクール（ＱＢＳ）で行っているタックス・マネジメントの授業についてお話します。

(2) タックス・マネジメントの意義
タックス・マネジメントとは、企業において事業遂行上、税負担を合法的に最小限にするように上手に管理していくことです。これは、あくまでも現行の租税制度を前提として、その制度の枠内で税金を最小限にするものです。したがって、税金を不当に回避することを意味する脱税等を意味するものではありません。それゆえ、タックス・マネジメントというと節税という印象がありますが、授業ではあまり節税の話はしません。あくまでも、例えば、法人税法上の規定と租税特別措置法上の規定と比較して、後者の規定を適用した方が、税金が軽減されるというようなことを説明しております。このように、タックス・マネジメントのためには、現行の法人税法の規定を理解する必要があるので、まず租税の基本原則等をはじめとする現行の法人税法等の内容を教えています。

(3)　租税の基本原則
現行の法人税法で重要な租税の基本原則には、租税法律主義（の原則）と公平性の原則等があります。前者の租税法律主義（の原則）は、簡単に言えば、国家は法人税法等の税法で規定している内容のものしか課税できないということです。このように、税法規定に従って課税をしていくことが租税法律主義です。これは憲法で規定されています。すなわち、税金は、国家権力等によって企業等から半強制的に財産を取り上げるものですから、憲法による租税法律主義で定められた場合だけ課税が行われます。逆に企業の側から見ると、これは財産権の保護として機能しています。つまり税法の規定以上に課税されないこととなっています。そして、２つ目の原則として公平性の原則があります。企業に対する課税負担が公平になるように課税するという考え方のことです。

(4)　税法と企業会計との関連
税法と企業会計との関連ですが、企業会計と税務会計はそれぞれの目的が違うので、本来的には、両者が独立しても全く構いません。しかし、もし両者を切り離し、全く違う取り扱いをすると、例えば、帳簿の記帳等を二重に行わなければならず、非常に煩雑で手間が掛かることになります。そこで、一般的に企業会計を利用して税務会計を行うことができるようになっています。すなわち、会計上の決算が確定するのは、基本的に定時株主総会であり、そこで決まった決算が確定決算です。そこで決定された会計上の利益をベースに税法上の所得を計算していくのが、確定決算主義です。

先ほどのお話ししたように、会計と税務が密接に結びついています。しかし、両者の使用する計算内容は必ずしも一致しません。というのは、会計上は概念として収益から費用を引いて利益計算を行います。ところが税法上では、このような会計上の「収益、費用、利益」概念に対して異なる「益金、損金、所得」という概念を使っています。両者は、似ているようですが、若干違います。本来的には、収益と益金、費用と損金、利益と所得が対応しています。全く一緒なら全然問題ないのですが、若干違うので、まず、会計上の収益から費用を引いて利益計算をして、次に、会計と税法との違いを調整して所得を計算しています。これが確定決算主義といわれます。このように、企業に対する事務手続き上の負担を軽減する目的で、税法上の課税計算は、企業会計をベースにして、収益から費用を引いて利益計算をし、会社法上の定時株主総会で決まった利益に税法上の調整を加えて、所得を計算して、その所得を課税標準にして、課税をしていく仕組みになっています。

(5)　授業の範囲
タックス・マネジメントの実際の授業では、具体的には、経費、棚卸資産、有形固定資産等についての税法上の取扱や申告や納付についての話や、合併や分割等の企業再編税制、連結納税制度、グループ税制等の話、さらには、タックス・ヘイブン、移転価格税制、過小資本税制等の国際課税の話をしています。例えば、交際費等は会計上費用ですが、税法上大企業の場合は、交際費は損金として認められません。会計上は費用として落とせますが、税法上は課税対象になります。中小と大企業では違う扱いになるので、そういうところの説明もしております。

(6)　授業の状況
受講生には、公認会計士、税理士や税務署の人などの税金のプロもいれば、税金とは全く係りのない学生もいます。人数的には、後者の方が大多数です。タックス・マネジメントの授業に公認会計士、税理士や税務署の人などの税金のプロなどの学生が出席していれば、専門家としての経験や意見を聞くなどして、授業の補助役等をして頂きます。

幅広いジャンルの職種の学生が一緒にタックス・マネジメントについて学ぶので、具体的な授業の方法としては、普通の大学や大学院のように教員が一方的に講義をするのではなく、授業は双方向で行います。すなわち、先生が講義や生徒に質問をしたり、反対に生徒が先生に質問をしたり、さらに専門家である税理士や税務署の学生からの意見を聞いたりしながら授業を進めています。また、毎回授業アンケートを取って、授業改善に努めています。


 









稲盛会計学　（７）採算向上の原則



(1)　はじめに
これまで京セラの稲盛会計学の七つの会計原則のうち、六つをお話してきました。稲森氏は、経営のために、次の「七つの会計原則」を示しています。
１　キャッシュベース経営の原則
２　一対一対応の原則
３　筋肉質経営の原則
４　完璧主義の原則
５　ダブルチェックの原則
６　ガラス張り経営の原則
７　採算向上の原則
今日は最後の「採算向上の原則」についてお話しします。

(2)　 採算向上の原則
採算向上の原則は七つの会計原則のうち最も重要な原則の一つです。なぜなら、企業の目的は、有益な製品・サービスを社会に提供して、社会貢献した結果として利益を追求することだからです。すなわち、企業は永続的に利益を上げながら維持発展していくことが必要であり、その前提として利益の獲得が必須の条件だからです。ここでの採算は基本的には利益と考えていいでしょう。利益を上げるためには、簡単にいうと売上を最大にして、経費を最小にすることが重要です。そこで、採算向上の原則ですが、一般的には、売上から経費を引いて利益を計算しますが、他方、稲盛氏は、次のように、売上から利益を引いたものが、経費（目標）なのです。
（一般的）　売上―経費＝利益　（←　収益－費用＝利益）
（稲盛氏）　売上―利益＝経費（目標）
売上における売価は外部的な市場で決まります。すなわち、電気料金のように自社が一方的にその金額を決められない、市場で成立している売買価格があって、それを前提として、企業は利益を上げなくてはなりません。しかも、企業が存続するために、当然にある程度の利益率を予定します。それゆえ、その差額がコスト（経費）部分になります。そのコスト（経費）を目標に生産性を上げたり、原材料等経費を下げたりするような経営努力をします。一般的な考え方のように、はじめからコストが決まっていると仮定すると、売上からコストを引くと利益ですが、コストが高いと利益がマイナスになる危険性があります。それでは困るので、一定額の利益を先に確保できるように、経費の低減や効率性の向上に努力するのです。

(3)　採算の内容とアメーバ経営
稲盛氏が考えている採算は、前述のように、簡単にいうと利益ですが、より正確に表現すると付加価値です。付加価値の増加や利益の計上により従業員の生活の向上、商品・サービスの提供による社会の発展があるわけです。稲盛氏の経営では、これまでお話してきた会計とアメーバ経営の二つが車の両輪になっています。なお、アメーバ経営とは、小集団の独立採算制度による管理システムです。具体的には、企業の活動を小集団としてのアメーバに分け、そこをプロフィットセンターとして、独立の会社のように、全員参加型の経営を行わせるものです。そして、アメーバは利益が上がるプロフィットセンターであり、そこにおいて時間あたり採算の向上を考えます。すなわち、次のように、「総出荷」というグロスの生産高としての社外に出荷したものと社内に売った部分つまり社外社内売上の合計額を出します。それから社内買を引いて、アメーバという小集団の「総生産」（ネットの生産高）を計算し、さらに、そこから原材料あるいは外注加工品のような経費（控除額）を引きます。それが「差引売上」と呼ばれる付加価値に相当するものです。
1. 総出荷（グロス生産高）－社内買＝総生産（ネット生産高）
2. 総生産（ネット生産高）―（原材料費＋外注加工費等）＝差引売上（付加価値）
3. 差引売上（付加価値）÷総時間＝時間当り付加価値（時間当り採算）
すなわち、簡単にいうと、売上から経費を引けば利益です。その各小集団のアメーバの利益部分（差引売上）を付加価値と呼ぶわけですが、その差引売上（付加価値）を総時間で割り、「時間当り付加価値」（時間当り採算）を計算します。そして、この時間当たり付加価値の生産性を最大限にしていくような経営を行うものです。つまり付加価値の最大化の追求ですが、付加価値は売上高から原材料や加工費など外部経費を引いたものですが、それを最大化するためには、一方において受注や売上を大きく（売上を最大限に）しなければなりません。他方、その売上を最大にするための犠牲となる経費を最小限にするように努力します。そして、その差額である利益（付加価値）を最大化するような経営を行っています。このように、各アメーバがプロフィットセンターとして、全従業員の参加する形で、独立的に利益を追求するような小集団の独立採算制の経営形態のことをアメーバ経営と呼んでいます。

(4)　まとめ
アメーバ経営にとっては、企業が永続的に存続発展していくために、有用な製品サービスを社会に提供する際に、採算向上の原則、すなわち付加価値（利益）が最大限になるように、一方では受注等をしっかり確保し、売上を最大化すると共に、他方においてそのための犠牲額たる経費を最小限に抑えて、その両者の差額として適正な利益を確保し続けるというのが非常に重要なことです。

〔参考〕　稲盛和夫[2009] 『稲盛和夫の実学　経営と会計』日経ビジネス文庫


 









日本の人口構造


日本の人口は、およそ１億３千万人です。世界の人口はおよそ７０億人ですから、世界の人口の２％弱が日本に住んでいるという計算になります。
日本の人口に関して論じる時、最重要な事は少子化が非常に速いペースで進んでいるという事です。現在の４０歳あたりが団塊ジュニアと呼ばれる世代で、１年に２００万人ほど生まれましたが、その後はほぼ一直線に減り続け、最近では百万人ほどです。およそ半分になっているわけです。このため、年齢別の人口をグラフにすると、４０歳以下の所では、下へいくほど細くなる逆ピラミッドの形になっているのです。
普通の国では、人口のグラフは下へ行くほど人数が増えるのでピラミッド型になるものなので、人口ピラミッドと呼ばれているのですが、日本ではそれが逆になっているのです。

子供の数が減っている主因は、女性が子供を産まなくなったことです。一人の女性が一生の間に産む子供の数を合計特殊出生率と呼びますが、これが１．４人あたりで推移しているのです。これが二人を下回っているという事は、長期的に見て人口が減少していくという事を意味しています。
女性が子供を産まなくなった原因は、いろいろあります。目立つのは結婚年齢が遅くなり、一生結婚しない女性も増えていることですが、ほかにも生活が苦しくて子供が産めない、保育園が足りないので子供が預けられない、など多数あります。詳しくは、次回御話します。
問題を深刻にしているのが、出産適齢期の女性が減っていることです。御母さんの世代が子供を産まなかったから子供の世代は人口が少なく、だから孫の世代は一層人口が少なくなる、ということになっているわけです。
この結果、日本の人口は減り始めていて、今後は減るペースが速くなっていくと予想されています。人口が減っていくと、日本経済が縮小していきます。人口一人当たりの経済規模が減らなければ良い、という考え方もありますが、国際社会の中で日本の発言力が低下していくなど、問題がある事も間違いないでしょう。

今一つは、少子高齢化が進むことです。少子化が進む一方で、日本は長寿国ですから、高齢者が長生きをします。そうなると、人口に占める高齢者の比率が急激に高まっていきます。そうなると、人口全体に占める働く人の比率が下がっていきますから、労働力が不足するなど、様々な問題が出てきます。そうした問題については後日ゆっくり御話しします。
人口の年齢別構成を見ると、今一つの特徴として、戦後のベビーブーム期に生まれた人々が65歳前後となり、引退しつつある事が注目されます。彼らは「団塊の世代」と呼ばれ、人数が多いため、経済などに与える影響がこれまでも注目されて来ましたが、現在も年金財政の悪化などで注目されています。
経済の世界ではグローバル化という言葉がよく使われますが、人口に関しては、あまり国際化が進んでいるとは言えません。日本に定住している外国人は200万人ほどで、人口の２％弱にとどまっています。これは、日本政府が外国人の単純労働者を受け入れる事を厳しく制限していることによるものです。将来的には少子化で労働力が不足するかも知れませんが、今の所は日本人の失業問題が重要なので、単純労働者を大量に受け入れようという事にはなっていないのです。

外国に住んでいる日本人も、人口の１％弱に留まっています。日本企業の海外進出は急速に進みつつあり、それに伴う海外転勤なども増えてはいますが、それ以外の面での国際化はそれほど進んでいないようです。
地理的に見ると、日本の人口は大都市に集中しています。要因の一つは、山が多く、人が住みやすい平野部が限られているために、平野部の人口密度が高くなる、ということです。しかし、平野部だけを見ても、やはり大都市に人口が集中しています。
高度成長期に中学を卒業した若者たちが金の卵と呼ばれて都会に働きに出てきました。彼らが都会で結婚して子供を産んでいるわけです。農村には、金の卵の親たちだけが残りました。農村部などが過疎化したのです。
当時は親も元気でしたが、最近では高齢者となっているので、農村の高齢化が進んでいます。そもそも人口が少ない上に、高齢者の比率が高いので、買い物も病院通いも不便だ、というケースが増えているわけです。
大都市も、過密に伴う問題を多く抱えています。地価が高い、物価が高い、交通渋滞が激しい、などです。しかしそれでも、都市には仕事がある、病院もスーパーも近くにあって生活が便利だ、等々の利点があるため、今でも緩やかながら都市への人口の移動は続いているのです。バブル崩壊後に大都市の地価が大きく値下がりしたため、買いやすくなったという事も、大都市への人口流入の一因となっているようです。

家族という単位で見ると、１家族の平均は２．５人です。しかし、単身世帯がこのところ急増していて、全世帯の３割に上っています。その３割が高齢者で、高齢化の進展によってこの比率が急上昇しているのです。 









知的財産権3 特許制度2


　前回は特許制度が権利を保護する「発明」の定義や、特許要件についてお話しました。また、日本の特許制度は「先願主義」、つまり先に出願された発明に優先的に権利を付与する立場をとっているという特許手続きに触れました。
　今回は、この特許手続きについて、もう少し解説を加えてみたいと思います。

　特許出願された発明は、形式的な要件だけで権利を付与されるのではなく、特許要件に関する審査を受けた上で、要件を満たしていれば特許査定されることになります。このような手続きを課す制度的な立場を審査主義といい、今日では多くの国が審査主義をとっています。
　審査の結果、特許要件を満たしていないと判断されれば、拒絶査定を受けることになります。これを出願人が不服とする場合は、拒絶査定不服審判を請求することができます。

　出願された発明は、それだけで審査プロセスに入るわけではなく、出願人の審査請求が行われなければなりません。これは出願審査請求制度と呼ばれています。審査請求できる期間は、出願日から3年以内とされています。

　最近のデータによると、現在、我が国では審査請求が行われてから、特許庁のファースト・アクション、つまり何らかの通知がなされるまでに29ヶ月、2年半ほどかかっているようです。ところが、このうち審査請求が行われてから審査に入るまでの待ち時間が長くなっているため、我が国では、この待ち時間を短縮することが課題とされています。
　ただ一方で早期審査という制度があり、出願人が個人、中小企業、大学等である場合、発明を既に実施しているか実施を予定している場合、外国にも出願している場合などは、この制度の適用を受けることができます。早期審査では、審査に入るまでの待ち時間が2ヶ月程度に短縮されています。

　特許出願された発明の内容は、出願から１年６ヶ月が経過すると、審査段階の如何に関わらず「公開特許公報」に公開されることになります。これを出願公開制度と言っています。この制度は、特許審査に時間がかかるため、その間、類似の研究開発が重複して行われることを回避させるためのものです。

　さて、特許査定を受けた発明は、特許登録されることになりますが、審査官が誤って特許化されるべきでない発明、例えば既に特許化されている発明に抵触する内容を含むものなどを特許査定してしまうこともあります。そのような特許を無効にするための制度が、無効審判制度です。審判の結果、無効審決がくだされた場合、これを出願人が不服とするならば、審決取消訴訟を提起することになります。

　特許期間は、出願から20年間です。この期間は、登録料が支払われることによって、特許は存続します。
　ただし、医薬品、農薬などの特許は5年を限度として特許存続期間の延長が認められることがあります。これらの分野では、発明が特許化されても、薬事法等に基づく認可が得られるまでは製品化して販売することができないため、通常の特許期間では、研究開発費を十分に回収できないことがあるからです。

　もう一点、特許手続きに関する例外規程として、「新規性喪失の例外」という規程に触れておきたいと思います。
　前にもお話したように、公知になっている技術などは新規性が認められませんから、通常、発明者が発明の内容を自ら公表してしまえば、特許を受けることはできなくなります。しかし、この例外規程によれば、発明者が学会等に発表した発明の内容について、6ヶ月以内に所定の手続きをとれば、新規性を喪失しないという取り扱いがなされます。これをグレースピリオド、猶予期間と呼ぶことがあります。 







少子化対策


少子化対策は、非常に重要です。少子化が進むと人口が減ってしまう、人口に占める高齢者の比率が高くなってしまう、といった問題が生じます。少子高齢化がもたらす様々な問題については、別の機会に御話するとして、今日は少子化対策について考えてみましょう。

人口が減らないためには、一人の女性が最低二人の子供を産むことが必要なのですが、今は１．４人程度にとどまっています。これを２人にまで戻さなければなりません。ここで重要なことは、少子化対策は急ぐ必要がある、という事です。それは、出産適齢期の女性が急激に減りつつあるからです。出産適齢期の女性が減ってからでは、一人一人の女性が多くの子供を産むようになっても、掛け算をした子供の数は増えないのです。
少子化の原因は多様ですから、対策が困難なものも少なくありません。たとえば、女性の高学歴化が進んだこと、気ままな独身時代を楽しんでから結婚しようと考える女性が増えたこと、早く結婚しろという周囲の圧力が昔に比べて小さいこと、などによって晩婚化が進んでいるわけですが、このあたりは対策の打ちようがありませんね。

都会では家が狭くて子育てのスペースが足りない、という事もあるでしょう。昔は農家や自営業の人が多く、小さな子供も労働力として重宝したのですが、最近ではサラリーマンが多いので、子供を産んで労働力を確保しようという人も少なくなっています。このあたりも対策は困難でしょう。
子供を産むか否かは、個人の自由ですから、産めよ増やせよと政府が押し付ける事は許されることではありません。その意味でも、こうした要因による少子化は防ぎようが無いのです。
しかし、世の中には子供を産みたいけれども、それを妨げる事情があって産めない、という女性も大勢います。そうした場合に妨げている障害を取り除いてやる事は、本人の幸せにもつながり、少子化対策にもなるので、これは是非とも充分な対策を打つ必要があるのです。
たとえば母親が働きに出る時に子供を預かってくれる保育園が足りないので、仕事と育児が両立できない、という問題があります。女性正社員が出産で退職すると正社員での復職が難しいので生涯所得が大きく減ってしまうという事もあるでしょう。こうした点については、政府の成長戦略の中に、保育園を増やして待機児童を解消する、育児休業を３年間に延ばす、といった対策が盛り込まれています。批判もありますが、こうした対策は、出産か仕事かを迷っている女性が両方を選べるようにするわけですから、女性の就業率を高める効果と出産を促す効果が両方期待されます。
経済的な理由も、出産をためらう重要な要因ですから、十分な対策が必要です。男性の非正規雇用が増えた事が少子化の一因だと言われています。非正規社員の男性は、正社員の男性に比べて既婚率が大幅に低いのです。最近では、結婚適齢期の男性の２割が非正規社員ですから、影響は深刻です。結婚したとしても、子供を産むことが経済的に困難だ、という事もあるでしょう。食べるのに精一杯だという場合もあるでしょうが、そうでなくても最近は子供の高学歴化が進んでいて昔よりも子育てにお金がかかるので、簡単には子供を産めない、という事もあるようです。

このように経済的理由で結婚しない、出産しない、というケースについては、第一に景気を回復し、それを持続させることです。失業を減らし、学生が正社員として就職できるようにし、更には非正規雇用の人々が正社員となれるようにすれば、結婚も出産も増えるでしょう。
しかし、これは容易なことではありませんから、今少し直接的な対策も必要です。これは私の個人的な提案で、少数説ですが、思い切った金額の児童手当を支給する事で、両親とも非正規社員でも安心して子供が産めるようにするのです。たとえば、子供一人につき月額１０万円の児童手当を支払えば、子供が二人いる夫婦は非正規社員でも生活して行けるでしょう。
問題は、多額の費用がかかることです。日本は財政赤字が大きいので、増税をしたり歳出を減らしたりする必要があるのに、そんな支出は出来ない、という反対意見は非常に強いでしょう。
しかし、子供は将来の納税者であり、年金の負担者ですから、少子化対策のための支出は将来戻ってくるのです。少子化対策費用は、消費ではなく投資なのです。子供を工場や機械と並べるのは失礼ですが、財政の観点からは、高齢者への年金支払いなどが消費であるのに対し、少子化対策は投資なのですから、そちらにも十分な資金を廻すべきだと思います。

今一つ、子供は労働力の貯金通帳である事も重要です。これも子供に失礼ですが、御許し下さい。現在は、失業者が大勢いて、労働力が余っています。そうした時に子供が増えると、子供用品の需要が増えて、その分だけ雇用が増えます。将来、子供が大きくなる頃には少子高齢化が進んで、日本は労働力が不足する国になっているでしょう。その時には、今の子供が労働力を提供してくれるはずです。つまり、子供は、日本経済にとって、今余っていて将来たりなくなる労働力を貯めておく役割を果たすのです。
こうした事も考えて、是非とも少子化対策を充実させて欲しいものです。

 







知的財産権4 特許制度のハーモナイゼーション


 前回は、日本の特許制度に即して、特許手続きを概観しました。
　そこで紹介してきた「先願主義」という出願基本原則、出願から1年半後に発明の内容を公開する「出願公開制度」、出願から20年間の特許存続期間といった制度は、今日、多くの国の特許制度にみられる要素です。
　しかし、元来、特許制度は国ごとに異なった成立の経緯を辿っているため、国ごとの多様性がありました。例えば、先願主義という基本原則はほとんどの国で採られている制度ですが、実は米国において特許出願に先願主義が適用されるようになったのは今年の3月16日以降のことで、その前の出願には先発明主義という原則が適用されていました。先発明主義とは、先に出願した発明者ではなく、先に発明した発明者に特許権を付与する制度です。この制度は発明の事実を尊重し、発明者の権利を強く保護する性格を持っていますが、法廷で発明日を争うことに伴う手続き上の煩雑さなど、不合理な点も指摘されていました。

　そもそも特許権の取得、実施を伴う経済活動は国境を越えて行われるものですから、特許制度が国ごとに異なるという状態は、企業等の手続き的な負担を増やすことになります。このため、特許制度のハーモナイゼーションを目的とする国際的な協議は、かなり前から進められてきました。
　その結果、まずパリ条約という画期的な国際条約が、1883年に締結されることになりました。日本は1899年、明治32年にこの条約に加盟しています。
　パリ条約では、3つの原則が打ち出されました。
　第1に、「内外人平等の原則」と呼ばれるもので、これは条約に加盟している国の国民は、他の条約国においても平等に特許を取得できるという原則です。
　第2に、「特許独立の原則」というもので、これは同一の発明が複数の条約国において特許権を取得している場合、その権利は互いに独立しているという原則です。
　第3に、「優先権」に関する原則ですが、これは、ある条約国に出願した発明の優先権が、他の条約国でも成立するという原則を意味しています。例えば、ある発明者が、まずA国に特許出願し、その後1年以内に同一の内容でB国に特許出願した場合、その間に第三者がB国に先に特許出願してしまっても、最初の発明者に対してB国でも優先的に権利が付与されることになります。

　その後、第2次世界大戦後に、特許制度のハーモナイゼーションは新たな展開を見せることになります。
　1978年には、特許協力条約(PCT: Patent Cooperation Treaty)が発効しています。これにより、締約国の国民または居住者は、特許出願を行う際、希望する複数の締約国に同時に出願できるようになりました。国際出願という手続きですが、これによって出願手続きは大幅に簡素化されることになりました。

　また1995年には、TRIPs協定が発効しています。これは、GATT（関税と貿易に関する一般協定）の中で交渉されてきた知的財産権に関する協定で、95年にWTO（世界貿易機関）が発足した際、その設立協定の付議書として発効したものです。その主な目的は、知的財産権保護の不十分な国における権利保護を向上させることにあり、例えば先進国の主張を反映して、特許の存続期間を出願から20年とすることなどが定められました。

　このようにして特許制度は国際的な調和が図られてきましたが、これによって特許制度をめぐる国際的なコンフリクトが解消したわけではありません。各国は、それぞれ自国の産業競争力を強化するため、特許制度や、その運用方針を変えることがあり、それが特許紛争の背景にもなっています。
　次回は、この問題を取り上げてみたいと思います。 







大連レポート


ブログはありません。 









レバレッジ①


後日掲載致します。 






